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税務訴訟資料 第２６５号－４３（順号１２６２６） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（阿倍野税務署長） 

平成２７年３月１３日棄却・控訴 

 

判     決 

原告            甲 

原告            乙こと乙 

原告            丙 

原告            丁 

原告            戊 

原告            Ａ 

原告ら訴訟代理人弁護士   廣田 稔 

同訴訟復代理人弁護士    江川 靖人 

被告            国 

同代表者法務大臣      上川 陽子 

処分行政庁         阿倍野税務署長 

              藤原 輝夫 

被告指定代理人       白井 知己 

同             徳山 健一 

同             小銭 慎司 

同             福田 幸治 

同             松本 正信 

同             安田 里佳子 

 

主     文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 阿倍野税務署長が平成２１年４月２４日付けで原告甲に対してした平成１９年１月●日相続

開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格４億５８９９万３０００円、納付税額１億３１２１

万０８００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分（ただし、更正

処分及び過少申告加算税賦課決定処分については、平成２１年９月９日付け異議決定により一部

取り消された後のもの）を取り消す。 

２ 阿倍野税務署長が平成２１年４月２４日付けで原告乙こと乙に対してした平成１９年１月●

日相続開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格１億８６６７万１０００円、納付税額５３３

６万３１００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも、平成２１年
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９月９日付け異議決定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

３ 阿倍野税務署長が平成２１年６月１８日付けで原告丙に対してした平成１９年１月●日相続

開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格１億８６６７万１０００円、納付税額５３３６万３

１００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも、平成２１年９月９

日付け異議決定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

４ 阿倍野税務署長が平成２１年４月２４日付けで原告丁に対してした平成１９年１月●日相続

開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格１億８６６７万１０００円、納付税額５３３６万３

１００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも、平成２１年９月９

日付け異議決定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

５ 阿倍野税務署長が平成２１年４月２４日付けで原告戊に対してした平成１９年１月●日相続

開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格１億８６６７万１０００円、納付税額５３３６万２

７００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも、平成２１年９月９

日付け異議決定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

６ 阿倍野税務署長が平成２１年４月２４日付けで原告Ａに対してした平成１９年１月●日相続

開始に係る相続税の更正処分のうち課税価格２億５０９０万７０００円、納付税額７１７２万５

９００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも、平成２１年９月９

日付け異議決定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、平成１９年１月●日に死亡した亡ＢことＢ（以下「亡Ｂ」という。）の共同相続人で

ある原告らが、亡Ｂに係る相続税の申告をしたところ、それぞれ、阿倍野税務署長から更正処分

（以下、併せて「本件各更正処分」という。）及び加算税の賦課決定処分（以下、併せて「本件

各賦課決定処分」といい、本件各更正処分とを併せて「本件各処分」という。）を受け、大阪国

税局長に異議申立てをしたところ、本件各処分の一部を取り消す旨の決定（以下、併せて「本件

各異議決定」という。）を受け、国税不服審判所長に審査請求をしたところ、審査請求を棄却す

る旨の裁決（以下、併せて「本件各裁決」という。）を受けたことから、被告に対し、本件各異

議決定による一部取消後の本件各処分（本件各更正処分については原告らの各主張額を超える部

分に限る。）の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令の定め 

 相続税法（平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下同じ。）は、次のとおり規定する。 

（１）相続税の課税価格 

ア 相続又は遺贈により財産を取得した者が当該財産を取得した時において相続税法の施行

地に住所を有する個人等である場合においては、その者については、当該相続又は遺贈によ

り取得した財産の価額の合計額をもって、相続税の課税価格とする（１１条の２第１項、１

条の３第１号、２号）。 

イ 相続又は遺贈により財産を取得した者が相続又は遺贈により相続税法の施行地にある財

産を取得した個人で当該財産を取得した時において同法の施行地に住所を有しないもので

ある場合においては、その者については、原則として、当該相続又は遺贈により取得した財

産で同法の施行地にあるものの価額の合計額をもって、相続税の課税価格とする（１１条の

２第２項、１条の３第３号）。 

（２）評価の原則 



3 

 特別の定めのあるものを除くほか、相続、遺贈又は贈与により取得した財産の価額は、当該

財産の取得の時における時価により、当該財産の価額から控除すべき債務の金額は、その時の

現況による（２２条）。 

２ 前提となる事実 

 以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認めるこ

とができる。 

（１）通達の定め 

ア 財産の名義変更があった場合の取扱い 

 相続税法基本通達９－９は、不動産、株式等の名義の変更があった場合において対価の授

受が行われていないとき又は他の者の名義で新たに不動産、株式等を取得した場合において

は、これらの行為は、原則として贈与として取り扱うものとすると規定する（乙６）。 

イ 名義変更等が行われた後にその取消し等があった場合の取扱い 

 「名義変更等が行われた後にその取消し等があった場合の贈与税の取扱いについて」（昭

和３９年５月２３日付け直審（資）２２ほか。以下「名義変更取消通達」という。）１項及

び２項は、次のとおり規定する（乙７）。 

（ア）他人名義により不動産等の取得等の登記等をしたため、相続税法基本通達９－９に該当

して贈与があったとされるときにおいても、その名義人となった者について次のａ及びｂ

の事実が認められるときは、これらの財産に係る最初の贈与税の申告若しくは決定又は更

正の日前にこれらの財産の名義を取得した者等の名義としたときに限り、これらの財産に

ついては贈与がなかったものとして取り扱う（１項）。 

ａ これらの財産の名義人となった者がその名義人となっている事実を知らなかったこ

と 

ｂ 名義人となった者がこれらの財産を使用収益していないこと 

（イ）他人名義による有価証券の取得の株主名簿への登載等をしたため相続税法基本通達９－

９に該当して贈与があったとされるときにおいても、名義人となった者について次のａ及

びｂの事実が認められるときは、当該有価証券に係る最初の贈与税の申告若しくは決定又

は更正の日前に当該有価証券の名義をその取得者の名義としたときに限り、当該有価証券

については、贈与がなかったものとして取り扱う（２項）。 

ａ 上記（ア）ａの事実 

ｂ 名義人となった者がその有価証券を管理運用し、又はその収益を享受していないこと 

ウ 貸付金債権等の評価 

 財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６ほか。ただし、平成１９年５月１

７日付け課評２－８による改正前のもの。以下「評価通達」という。）２０４項及び２０５

項は、次のとおり規定する（乙１１４）。 

（ア）貸付金、売掛金、未収入金、預貯金以外の預け金、仮払金、その他これらに類するもの

（以下「貸付金債権等」という。）の価額は、次に掲げる元本の価額と利息の価額との合

計額によって評価する（２０４項）。 

ａ 貸付金債権等の元本の価額は、その返済されるべき金額 

ｂ 貸付金債権等に係る利息は、原則として、課税時期現在の既経過利息として支払を受

けるべき金額 
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（イ）上記（ア）により貸付金債権等の評価を行う場合において、その債権金額の全部又は一

部が、課税時期において次に掲げる金額に該当するときその他その回収が不可能又は著し

く困難であると見込まれるときにおいては、それらの金額は元本の価額に算入しない（２

０５項）。 

ａ 債務者について、手形交換所において取引停止処分を受けたこと、会社更生手続の開

始の決定があったこと等の事実が発生している場合におけるその債務者に対して有す

る貸付金債権等の金額（その金額のうち、質権及び抵当権によって担保されている部分

の金額を除く。） 

ｂ いわゆる債権者集会の協議により、債権の切捨て等の決定があった場合において、こ

れらの決定のあった日現在における債務者に対して有する債権のうち、その決定により

切り捨てられる部分の債権の金額等 

ｃ 当事者間の契約により債権の切捨て等が行われた場合において、それが金融機関のあ

っせんに基づくものであるなど真正に成立したものと認めるものであるときにおける

その債権の金額のうち上記ｂの金額に準ずる金額 

（２）当事者等 

ア 亡Ｂは、平成１９年１月●日に死亡し、同日、その相続（以下「本件相続」という。）が

開始した（乙５の１）。 

イ 原告甲（以下「原告甲」という。）、原告乙こと乙（以下「原告乙」という。）、原告丙（以

下「原告丙」という。）、原告丁（以下「原告丁」という。）、原告戊（以下「原告戊」という。）、

原告Ａ（以下「原告Ａ」という。）及びＣは、いずれも、亡Ｂと亡Ｄ（平成８年１月●日死

亡）との間の子（非嫡出子）であって、日本国内に住所を有している（乙５の２～８、弁論

の全趣旨）。 

ウ Ｅは亡Ｂの妻であり、Ｆ及びＧは亡ＢとＥとの間の子（嫡出子）であって、上記３名（以

下、併せて「韓国相続人ら」という。）はいずれも大韓民国に居住している（乙５の９）。 

エ ＨことＨ（以下「Ｈ」という。）は、原告乙の夫であり、Ｉ（以下「Ｉ」という。）は、原

告戊の夫である（乙５の３・７）。 

（３）遺産分割協議等 

ア 原告らは、平成１９年２月１７日、韓国相続人らとの間で、本件相続により、原告らは日

本国外にある亡Ｂの遺産を取得せず、韓国相続人らは日本国内にある亡Ｂの遺産を取得しな

い旨の合意をした（乙２）。 

イ Ｃは、大阪家庭裁判所に対し、本件相続に係る相続を放棄する旨の申述をし、同申述は、

同年４月１０日、受理された（乙３）。 

ウ 原告らは、同年１０月２８日、本件相続に係る亡Ｂの遺産の一部について、遺産分割協議

をした（乙４）。 

（４）本件各処分の経緯 

ア 原告らは、別紙１の「申告」欄に記載のとおり、申告書（以下「本件申告書」という。）

を阿倍野税務署長に提出して、法定申告期限内に本件相続に係る相続税の申告をした（乙１）。 

イ 阿倍野税務署長は、別紙１の「更正処分等」欄及び（注）に記載のとおり、原告らに対し

て本件各処分をした（甲１～４、１１、１２、弁論の全趣旨）。 

（５）不服申立て及び訴訟提起 
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ア 原告らは、別紙１の「異議申立て」欄及び（注）に記載のとおり、大阪国税局長に対して

異議申立てをし、大阪国税局長は、別紙１の「異議決定」欄に記載のとおり、本件各処分の

一部を取り消す旨の本件各異議決定をした（甲５、６の１～６、７）。 

イ 原告らは、別紙１の「審査請求」欄に記載のとおり、国税不服審判所長に対して審査請求

をし、国税不服審判所長は、別紙１の「裁決（棄却）審判所認定額」欄に記載のとおりの金

額を認定して上記審査請求を棄却する旨の本件各裁決をした（甲８～１０）。 

ウ 原告らは、平成２２年１０月１４日、本件各裁決に係る裁決書の送達を受け（弁論の全趣

旨）、平成２３年４月１３日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

３ 課税の根拠及び適法性に関する被告の主張 

 本件各処分に係る課税の根拠及び適法性に関する被告の主張は、後記４に記載するほか、別紙

２に記載のとおりである。 

４ 争点及び当事者の主張 

 本件の争点は、①本件相続の開始時に、別紙３順号１～２１、２５～３５の各財産（以下、併

せて「本件係争財産」という。）が亡Ｂに帰属していたか（全請求関係）及び②原告甲が、本件

相続に係る相続税の申告に関し、国税通則法６８条１項所定の重加算税の賦課要件を満たすか

（第１の１の請求のうち重加算税賦課決定処分の取消しを求める部分関係）であり、これらの点

に関する当事者の主張は以下のとおりである。 

（１）争点①（本件係争財産の帰属）について 

ア 本件Ｊ不動産（別紙３順号１、２）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号１及び２の土地建物（以下、併せて「本件Ｊ不動産」という。）は、原告甲名

義で登記されているが、亡Ｂが原資を出捐し、亡ＢがＫの屋号で営んでいた貸金業（以下「本

件貸金業」という。）の従業員であるＬが競落の手続をして取得したものである上、本件貸

金業の事務所として使用され、亡Ｂが、所得税の申告の際にその減価償却費を計上し、その

固定資産税を支払っていた。他方、原告甲は、本件Ｊ不動産について、亡Ｂから贈与の意思

表示を受けたことはなく、自由に使用収益や処分をすることもできなかった。よって、本件

Ｊ不動産が、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたことは明らかである。そして、

その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件Ｊ不動産は、亡Ｂが、原資を出捐して取得し、原告甲に贈与したものである。取得時

に原告甲名義で登記された以上、相続税法基本通達９－９及び名義変更取消通達に照らして

も、贈与がされたと認定すべきことは明らかである。同不動産の競落手続（Ｌではなく本件

貸金業の従業員であるＭがした。）の際、亡Ｂは「甲の名前にしとけ」と言ったが、これは、

原告甲に贈与するという意味である。なお、亡Ｂは、同不動産に係る固定資産税を負担して

いたが、これは、亡Ｂ又はＩが同不動産を使用借してＫの事務所として使用していたことか

ら、使用借人として負担したものである。また、亡Ｂは、自らの所得税の申告の際に同不動

産に係る減価償却費を計上しているが、これは、原告甲と生計を一にする親族として、所得

税法５６条の規定によって計上したものである。よって、本件Ｊ不動産は、本件相続の開始

時において、亡Ｂに帰属していなかった。 

イ 本件山林等（別紙３順号３～１７）について 
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（被告の主張） 

 別紙３順号３～１７の山林等（以下、併せて「本件山林等」という。）は、亡Ｂが事業主

体である本件貸金業の業務の一環として代物弁済により取得されたものであるから、本件山

林等は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していた。そして、その価額は、別紙３の

「被告主張額」に記載のとおりである。 

 この点、原告らは、本件貸金業は平成１０年頃に亡ＢからＩに承継されたと主張する。し

かしながら、Ｉは、同年頃以降も、亡Ｂの指示に反する決定をすることができず、本件貸金

業の事業活動に関する事項は、亡Ｂが実質的に決定し、本件貸金業に係る債権については、

亡Ｂが、自らの名義で、債権放棄を行い、弁済を受け、貸付けを行うなどしており、他方、

Ｉは、新たな貸付けを行っておらず、債権放棄の内容も把握していなかったのであるから、

亡Ｂがこれらの債権を処分する権限を有していたというべきである。また、亡Ｂは、本件貸

金業の回収用口座の預金を自由に使っており、Ｉはこれらの口座を引き継いでいないし、Ｉ

は、Ｋから一定の給料を支給されていたのであって、本件貸金業の利益は亡Ｂに帰属してい

た。さらに、Ｉについては、平成６年に貸金業登録がされ、平成１７年６月に廃業等届出書

が提出されているのに対し、亡Ｂについては、平成８年８月に貸金業登録がされ、その死亡

後の平成２０年２月に廃業等届出書が提出されているのであって、本件相続の開始時におい

て貸金業登録をしていたのは亡Ｂのみであった。また、本件貸金業に係る事業所得について

は、平成１８年まで亡Ｂが申告内容を決定して自らの所得として所得税の申告をしており、

他方、Ｉは、本件貸金業に係る事業所得を申告しておらず、亡Ｂによる申告の内容も知らな

かった。以上に照らすと、亡Ｂが、本件相続の開始時まで、一貫して本件貸金業の事業主体

であったことは明らかである。 

（原告らの主張） 

 本件山林等は、本件貸金業に関して代物弁済により取得されたものであるところ、本件貸

金業は、平成１０年頃、亡ＢからＩに承継されているから、本件山林等を取得したのは、本

件貸金業を承継したＩである。亡Ｂは、同年頃、ＩがＫの社長となることを宣言し、それ以

降は、対外的にも対内的にもＩが事業主体として行動しており、借用証書の表示も担保の登

記名義も帳簿上の債権者も全てＩになっているのであって、Ｉが本件貸金業を承継したこと

は明らかである。亡Ｂには、重要な事柄について事実上意見を求めていたのみである。亡Ｂ

は、同年頃以降、Ｉに引き継がなかった不良債権の回収を行い、その損失を計上して所得税

を申告していただけであり、対外的に貸金業を行っていたわけではないし、本件貸金業に係

る一部の所得等について亡Ｂが所得税の申告等をしていたのは、贈与税の課税等を免れるた

めにすぎない（なお、本件貸金業は平成１０年頃から斜陽化しており、現金等は、Ｉ、原告

甲等が独立して起業した有限会社Ｎ（以下「Ｎ」という。）、株式会社Ｏ（以下「Ｏ」という。）

及び株式会社Ｐ（以下「Ｐ」という。）によって稼ぎ出されたものであって、亡Ｂの事業や

財産とは関係がなく、ワンマンな家父長である亡Ｂから預けるように言われて預けていただ

けである。）。 

 また、仮にＩが本件貸金業を承継したと認められないとしても、本件山林等については、

取得時にＩ名義で登記された以上、相続税法基本通達９－９及び名義変更取消通達に照らし、

Ｉに贈与されたものと認定すべきである。なお、本件山林等に係る固定資産税は、Ｉが負担

している。 
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 よって、本件山林等は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかった。 

ウ 本件Ｑ名義預金（別紙３順号１８）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号１８のＲ信用金庫日本橋支店のＱ名義の普通預金（以下「本件Ｑ名義預金」と

いう。）は、Ｉが亡Ｂの指示により開設した預金口座に係る預金であるところ、同口座の通

帳及び印鑑はＩが管理していたものの、亡Ｂが時々通帳を確認するなどしていた上、同口座

には、前記イ（被告の主張）のとおり亡Ｂが一貫して事業主体であった本件貸金業の貸付先

である株式会社Ｓ（以下「Ｓ」という。）からの回収金が入金されており、亡Ｂは、平成１

６年及び平成１７年に、同口座に入金されたＳの受取利息を自らの所得として所得税の申告

をしている。よって、本件Ｑ名義預金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していた。

そして、その価額は、別紙３の「被告主張額」に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件Ｑ名義預金は、Ｉが本件貸金業のために自分の甥の名義で開設した口座に係るもので

あるところ、前記イ（原告らの主張）のとおりＩは本件貸金業を承継したのであるから、Ｉ

の財産であり、本件相続の開始時において亡Ｂに帰属していなかった。大阪国税局の調査担

当者が作成した確認書においても、同預金は亡ＢからＩに贈与されたことが確認されている。

同預金に係る口座については、Ｉが通帳及び印鑑を保管しており、亡Ｂが内容を確認するこ

とはなかった。 

エ 本件各甲名義預金（別紙３順号１９、２０）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号１９のＲ信用金庫日本橋支店の原告甲名義の普通預金（以下「本件甲名義預金

（Ｒ信用金庫）」という。）及び順号２０のＴ銀行西田辺支店の原告甲名義の普通預金（以下

「本件甲名義預金（Ｔ銀行）」といい、本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）と併せて、「本件各甲

名義預金」という。）は、亡Ｂの指示により原告甲が開設した口座に係る預金であるところ、

本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）の原資は、亡Ｂが入金した４億円であり、その後も、亡Ｂ名

義の口座からの振込や、前記イ（被告の主張）のとおり亡Ｂが一貫して事業主体であった本

件貸金業に係る債権回収用口座から出金された現金の入金がされているし、本件甲名義預金

（Ｔ銀行）の原資も亡Ｂの資金であり、その後の入金は主としてＵ株式会社の株式（以下「Ｕ

株式」という。）の配当金等であるところ、Ｕ株式の取得原資は本件甲名義預金（Ｒ信用金

庫）から拠出されている。そして、原告甲は、上記両口座のいずれについても、亡Ｂに無断

で取引することができず、本件各甲名義預金に係る口座から出金された現金が亡Ｂ名義の証

券口座に入金され、その株式購入資金に充てられている。以上によれば、本件各甲名義預金

は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたというべきであり、その価額は、別紙

３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件各甲名義預金は、いずれも、原告甲が亡Ｂの指示で開設した口座に係るものであるが、

原告甲が通帳及び印鑑を保管していたのであって、その原資を亡Ｂが出捐したとしても、原

告甲に贈与されたものである。亡Ｂが出入金等の指示をしていたことは、贈与の事実と必ず

しも矛盾しないし、遅くとも、亡Ｂからの指示がなくなった平成十四、五年頃には贈与がさ

れたと見るべきである。同口座の預金が亡Ｂの株取引に使われたのは、亡Ｂからの依頼に応
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じただけであり、贈与の事実とは矛盾しない。大阪国税局の調査担当者が作成した確認書に

おいても、同預金は亡Ｂから原告甲に贈与されたことが確認されている。よって、本件各甲

名義預金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかった。 

オ 本件Ｖ株式（別紙３順号２１）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号２１のＶ株式会社の株式２万株（以下「本件Ｖ株式」という。）の取得原資は、

前記エ（被告の主張）のとおり亡Ｂに帰属する本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る口座から拠

出されている上、本件Ｖ株式を管理する証券口座も、亡Ｂの指示により原告甲が開設したも

のである（原告甲は、亡Ｂに無断で取引をすることができなかった。）。よって、本件Ｖ株式

は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたというべきであり、その価額は、別紙

３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件Ｖ株式は、原告甲が、亡Ｂの指示により平成１１年１２月２６日頃に注文し、平成１

２年１月４日に、前記エ（原告らの主張）のとおり原告甲に帰属する本件甲名義預金（Ｔ銀

行）に係る口座から代金を支払って取得したものであるから、原告甲に帰属する。仮に、原

資を出捐したのが亡Ｂであるとしても、取得の際に原告甲名義で登録されているのであるか

ら、相続税法基本通達９－９及び名義変更取消通達に照らし、原告甲に贈与されたと認定す

べきである。亡Ｂが取引の指示をしていたのも、子に贈与した大金を親として管理している

だけであり、贈与の事実と矛盾しない。よって、本件Ｖ株式は、本件相続の開始時において、

亡Ｂに帰属していなかった。 

カ 本件Ｎ出資（別紙３順号２５）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号２５のＮへの出資持分１万口（以下「本件Ｎ出資」という。）については、別

件訴訟判決において、Ｎの設立時の出資者はＨであり、その後、出資持分全部がＩに譲渡さ

れたと認定されているが（ＩはＮの前身である有限会社Ｗの設立時の出資者ではない。）、Ｈ

からＮの経営を引き継ぐ際にＩ、原告甲、原告Ａ及びＮが負うこととなった債務は亡Ｂが返

済していること、Ｎの平成１３年９月期から平成１６年９月期までの法人税の申告の際に添

付された「同族会社の判定に関する明細書」（以下「株主明細書」という。）には、出資者と

して亡Ｂのみが記載されており、Ｋの事務所のＩの机に保管されていた手帳（以下「本件手

帳」という。）には、亡ＢがＮの出資持分全部を保有することをうかがわせる記載があるこ

と等からすれば、Ｈから本件Ｎ出資を取得した実質的な主体は亡Ｂというべきである。よっ

て、本件Ｎ出資は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属しており、その価額は、別紙３

の「被告主張額」欄記載のとおりである。 

 原告らの提出する平成９年１０月３日現在のＮの出資者名簿（以下「本件Ｎ出資者名簿」

という。）には、株主としてＩ及び原告甲が記載されているが、そのデータは平成１７年１

０月２８日に作成されたものであることや、その内容も上記の法人税の申告内容と矛盾する

こと等に照らすと、本件Ｎ出資者名簿は信用することができない。 

（原告らの主張） 

 本件Ｎ出資は、本件Ｎ出資者名簿のとおり、Ｉ及び原告甲に帰属する（仮に、出資持分を

取得するためにＩらが負担した債務を亡Ｂが返済したとしても、それによってＩらが有して
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いた出資持分が亡Ｂのものになることはない。）。よって、本件Ｎ出資は、本件相続の開始時

において、亡Ｂに帰属していなかった。 

 Ｎの平成１３年９月期から平成１６年９月期までの法人税の申告の際に、出資者として亡

Ｂのみが記載された株主明細書が添付されているのは、亡Ｂが、一時、Ｉを排除しようと画

策し、Ｍを通じて、Ｘ公認会計士（以下「Ｘ会計士」という。）に指示したためであり、同

記載は真実とは異なる（Ｉは当該記載を認識しておらず、上記各期以外については、Ｉが５

５００口、原告甲が４５００口を有する旨の株主明細書が添付されている。）。Ｎが亡Ｂのも

のでないことは、既に別件訴訟判決によって確定している。本件Ｎ出資者名簿のデータは、

別のファイルで保存されていたものを貼り付けた新規文書を保存したことにより作成日時

等が変わっただけであり、同内容の名簿が上記ファイルの作成日時とされる平成１７年１０

月２８日以前に存在していたことは間違いない。また、本件手帳には、亡ＢがＮの出資持分

全部を保有するかのような記載があるが、これは、平成１６年の株式会社Ｙ（以下「Ｙ」と

いう。）との交渉時にＹ側が平成１３年９月期から平成１６年９月期までの株主明細書の記

載に基づき一方的に話した内容をメモしただけである。 

キ 本件Ｏ株式（別紙３順号２６）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号２６のＯの株式４００株（以下「本件Ｏ株式」という。）については、Ｏの前

身であるＺ株式会社（以下「Ｚ」という。）の株主がａ株式会社（以下「ａ」という。）及び

その関係者であったところ、ａは本件貸金業の貸付先であり、亡Ｂは、平成１１年１２月に

ａに対する債権約４億６０００万円を放棄していること等からすれば、前記イ（被告の主張）

のとおり一貫して本件貸金業の主体であった亡Ｂがその出捐により取得したものとみるべ

きである。そして、Ｏの平成１４年３月期の法人税の申告の際には、株主が１名で発行済株

式総数が４００株である旨が記載された株主明細書が添付されており、その後、取締役会の

承認を得て株式が譲渡されたことも認められないから、本件相続の開始時においても、株主

は亡Ｂのみであったというべきである。本件手帳にも、亡ＢがＯの株式４００株を保有する

ことをうかがわせる記載がある。よって、本件Ｏ株式は、本件相続の開始時において、亡Ｂ

に帰属しており、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄記載のとおりである。 

 原告らの提出する平成４年５月１０日現在のＯの株主名簿（以下「本件Ｏ株主名簿」とい

う。）には、株主としてＩ、原告戊外２名が記載されているが、当時の客観的事実と矛盾す

る商号、資本の額及び発行済み株式の総数が記載されている上、そのデータは平成１７年１

０月２８日に作成されたものであることや、上記データ（その内容も当時の客観的事実と矛

盾する。）と本件Ｏ株式名簿の記載内容も相互に矛盾すること等に照らすと、同名簿の記載

は信用することができない。また、Ｏの平成１８年３月期の法人税の申告書に添付された株

主明細書も、亡Ｂの入院後に作成、提出されたものであり、偽装がされたことがうかがわれ

ることからすれば、信用することができない。 

（原告らの主張） 

 Ｏの前身であるＺの株主に対して債権を有していたのは、前記イ（原告らの主張）のとお

り本件貸金業を承継したＩであり（Ｉは、平成３年にａの所有していた不動産を購入する契

約をし、平成４年に同不動産に根抵当権設定仮登記等をし、Ｚの代表取締役に就任し、さら

に、上記不動産の所有権移転登記を受けている。）、本件Ｏ株式をＺの株主らから譲り受けた
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のは、Ｉ、原告戊外２名である（仮に、亡Ｂがその取得費用を出捐していたとしても、Ｉ、

原告戊外２名が亡Ｂから贈与を受けた。）。その後、平成１７年３月頃に株主の変更があり、

本件相続の開始時においては、Ｏの平成１８年３月期の法人税の確定申告書に添付された株

主明細書に記載のとおり、Ｉ、原告甲及び原告戊に帰属していた。よって、本件Ｏ株式は、

本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかった。 

 本件Ｏ株主名簿のデータは、別のファイルで保存されていたものを貼り付けた新規文書を

保存したことにより作成日時等が変わっただけであり、平成１６年９月及び平成１７年５月

にＫとＸ会計士との間で同内容の名簿がファックス送信されていることからすれば、同内容

の名簿が上記ファイルの作成日時とされる同年１０月２８日以前に存在していたことは間

違いない。また、本件手帳には、亡ＢがＯの株式４００株を保有するかのような記載がある

が、これは、平成１６年のＹとの交渉時にＹ側が一方的に話した内容をメモしただけである。 

ク 本件ｂ貸付金（別紙３順号２７）及び本件ｂ未収入金（別紙３順号３５）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号２７の株式会社ｂ（以下「ｂ」という。）に対する債権（貸付金）（以下「本件

ｂ貸付金」という。）は、ｄ株式会社（以下「ｄ」という。）が亡Ｂに対して負っていた債務

を、ｂが平成７年１１月２日付け売買契約書（以下「本件ｂ売買契約書」という。）に基づ

いて債務引受けしたことにより、亡Ｂがｂに対して有するに至った債権であり、別紙３順号

３５のｂに対する債権（未収入金）（以下「本件ｂ未収入金」という。）は、本件ｂ貸付金の

利息に係る債権である。ｂが奈良県内に所有するゴルフ場（以下「ｅゴルフ場」という。）

の物件に亡Ｂを権利者とする根抵当権設定登記がされていることや、ｂの経理処理上、平成

８年９月期に亡Ｂからの長期借入金２３億円を計上していること等に照らしても、亡Ｂがｂ

に対する債権を有することは明らかである。よって、本件相続の開始時において、本件ｂ貸

付金及び本件ｂ未収入金は、いずれも亡Ｂに帰属しており、その価額は、別紙３の「被告主

張額」欄記載のとおりである。 

 原告らは、亡Ｂのｄに対する債権は、Ｉに無償譲渡され、Ｉが平成７年３月３１日付け約

定書（以下「本件ｄ約定書」という。）に基づき２８億円の代物弁済としてｅゴルフ場を取

得したことにより消滅しており、本件ｂ売買契約書は預託金返還請求対策のために作成され

た仮装の文書にすぎないから、本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金は存在しないと主張するが、

本件ｄ約定書は、ｄ又はその代表取締役であったｆの亡Ｂに対する債務の返済のために、ｅ

ゴルフ場をｂに移譲するかどうかの協議の過程で作成されたものであり、その後、ｆが２８

億円を提供できず、買戻しができないことが確定したため、最終的な合意内容として本件ｂ

売買契約書が作成されたものである。亡Ｂは、平成６年２月時点でｄに対して５１億円を貸

し付けるなど多額の債権を有していたことがうかがわれるのであって、ｄ又はｆの債務は、

ｅゴルフ場をｂに譲渡することによって完済されておらず、亡Ｂは、その回収を確実にする

ため、２３億円の債務をｂに引き受けさせたものと考えられる。 

 そして、Ｉは亡Ｂのｄに対する債権を取得しておらず（本件ｄ約定書や本件ｂ売買契約書

はＩへの債権の無償譲渡の趣旨を含まないし、前記イ（被告の主張）のとおり、Ｉは本件貸

金業を亡Ｂから引き継いでいない。）、亡Ｂが当該債権を放棄したこともない（平成１７年４

月２５日付けの債権放棄通知書は、亡Ｂが会話も筆談もできなくなった後にＩが作成したも

のであり、亡Ｂの意思に基づくものではない。実際、同日以降も返済が続けられている。）。
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また、ｂの経理上、当該債権の借入先は、平成１６年９月期までは亡Ｂとされていたのが、

亡Ｂが入院した後の平成１７年９月期以降は「その他」とされ、未払金の相手先は平成１８

年９月期には株式会社ｇ（以下「ｇ」という。）他とされているが、亡Ｂは、平成１７年７

月以降、判断能力を失っているから、当該債権がｇに譲渡されたとは認められない。 

 さらに、ｂは、本件相続の開始時において経営を継続しており、評価通達２０５項に列挙

する事由は生じていなかったし、平成１７年９月期から平成１９年９月期までは債務超過の

状態であったが、その大きな原因は営業権の償却費であるから経営破綻につながるものでは

なく、これを除いて純損益を計算すれば黒字経営といえるし、毎月長期借入金の返済を行い、

負債を減らしていたから、事業経営が破綻していることが客観的に明白であって、債権の回

収の見込みのないことが客観的に確実であるといい得る状態にあったとはいえない。よって、

本件ｂ貸付金については、評価通達２０５項の適用はなく、同通達２０４項により、元本額

と利息額の合計額により評価すべきである。 

 以上のとおり、本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに

帰属しており、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 亡Ｂのｄに対する債権は、Ｉに無償譲渡され、本件ｄ約定書に基づき２８億円の代物弁済

としてｂがｅゴルフ場を取得したことにより消滅しており、本件ｂ売買契約書は預託金返還

請求対策のために作成された仮装の文書である（既にｅゴルフ場を取得しているｂが、更に

２３億円の債務引受けをするはずがない上、本件ｄ債務が消滅していないとすれば、本件ｄ

約定書には債務免除の条項がなければおかしいし、債務引受けがあったとすれば、本件ｂ売

買契約書には債権者である亡Ｂが当事者として入っていないとおかしい。）から、本件ｂ貸

付金及び本件ｂ未収入金は存在しない。ｅゴルフ場の物件の根抵当権設定仮登記（Ｉ自身が

権利者になれないことから亡Ｂを権利者としてされたもの）も同様に仮装である。 

 なお、ｂの経理上、未払金が計上されているが、これはｂが節税のためにした仮装であり、

原告らは関知していない（当該未払金は、平成１８年９月期以降、ｇに対するものとされて

いるから、仮に亡Ｂがｂに対する貸付金債権を有していたとしても、それは、ｇに譲渡され

たというべきである。）。また、仮にｂ貸付金が存在し、本件相続の開始時において、亡Ｂに

帰属していたとしても、当該貸付金債権は、平成１７年４月２５日付けの債権放棄通知書に

より、５億円を残して債権放棄されている（仮に、同日頃の亡Ｂの判断能力に問題があった

としても、債権放棄自体はそれ以前の正常な時に行われており、上記通知書はこれを文書化

したものにすぎないし、少なくとも、常日頃の亡Ｂの意思に合致しているから、債権放棄は

有効である。）から、債権額は５億円である。 

 さらに、仮に本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金が本件相続の開始時において亡Ｂに帰属し、

債権放棄もされていないとしても、ｂは、当時、帳簿上は債務超過でなくても１０８億円以

上の預託金債務を抱えており、上記の貸付金及び未収入金の回収は不可能又は著しく困難で

あったから、評価通達２０５項が適用され、これらの価額は０円と評価されるべきである（利

益を出しているのはｇであり、ｂは、預託金と債務返済分を受領しているのみであって、民

事再生申立てをしていないのは、申立費用を捻出できないためにすぎない。ｂの営業利益か

ら回収しようとすれば数百年かかるのであって、このような場合に評価通達２０４項を機械

的に適用するのは相当でない。）。 
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ケ 本件ｈ貸付金（別紙３順号２８）について 

（被告の主張） 

 亡Ｂは、平成１１年８月９日、株式会社ｉ（以下「ｉ」という。）に１３億円を貸し付け、

ｈ株式会社（以下「ｈ」という。）は、平成１６年１月２２日、上記債務の一部（元本１０

億円及び年６分の利息）につき重畳的債務引受けをした。その後、ｈは、別紙４の「出金額」

欄記載のとおり合計１０００万円を亡Ｂに返済しているところ、これと同額のｉからの借入

金元本を減額する経理処理をしているから、上記返済は上記債務の元本に充当されたものと

認められる。よって、別紙３順号２８のｈに対する債権（以下「ｈ貸付金」という。）は、

本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属しており、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄

に記載のとおりとなる（別紙４参照）。 

 原告らは、本件ｈ貸付金は、更生会社ｈ管財人（以下「ｈ管財人」という。）から否認さ

れ、これを０円とする査定を認可する判決が確定しているから、存在しないと主張するが、

原告ら及びＩは、本件ｈ貸付金の存在を認めていた。そして、上記判決は、当該債権が時効

消滅したとしているが、同判決の既判力は被告に及ばない上、本件相続の開始時には、ｈ貸

付金は時効消滅していなかった。また、同判決のうち上記債務引受けが取締役会の承認のな

い利益相反行為で無効であると判示した部分は傍論にすぎないところ、上記債務引受けは、

当該債務の返済によってｈのｉに対する債務を減らすことができたことからすれば、実質的

に利益相反に当たらないし、仮にこれに当たるとしても、原告らは債務引受けの無効を主張

できず（相対的無効）、本件各更正処分時までにｈ等から無効主張がされていなかった以上、

処分の適法性に影響しない。 

 ｈは、本件相続の開始時において経営を継続しており、評価通達２０５項に列挙する事由

は生じていなかったし、平成１６年５月期から平成１９年５月期においては債務超過となっ

ているが、純利益を計上しており、負債も着実に返済しているから、事業経営が破綻してい

ることが客観的に明白で、債権の回収の見込みのないことが客観的に確実といい得る状態に

あったとはいえない。よって、本件ｈ貸付金については、評価通達２０５項の適用はなく、

同通達２０４項により、元本額と利息額の合計額により評価すべきである。ｈの会社更生決

定は、本件相続の開始時から１年１１か月後に生じた事情であるから、上記の評価に影響し

ない。 

（原告らの主張） 

 本件ｈ貸付金は、ｈの会社更生手続において否認され、これを０円とする査定を認可する

判決が確定している。原告甲名義でｉに１３億円を貸した事実自体が存在せず（原資調達、

貸金実行、弁済等に係る資金の移動、経理処理等は一切なされていない。）、根抵当権設定登

記も実体を伴わないものである上、ｈによる債務引受けも存在しない（債務引受けの契約書

とされる書面は、引受金額が１３億円ではなく１０億円とされているが、３億円の違いが生

ずる理由は明らかでなく、同契約書の原本も存在しないなど、信用できないものである。）。

また、被告が元本の返済であるとする１０００万円（通常は、先に利息に充当されるはずで

あるが、利率が年６％であるとすれば金額が不自然である。）は、ｈの代表取締役になって

いたＬが勝手に振り込んだものである（Ｉ及び原告甲は、ｈ管財人から、資金の不正流出に

つき責任を問われ、和解により上記１０００万円を含む３１６２万円を支払っている。）。仮

に当該債権が存在するとしても、その債権者は原告甲であるし、当該債権については消滅時
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効が完成しており、時効消滅の効果は遡及するのであるから、いずれにしても、本件相続の

開始時において、本件ｈ貸付金は、亡Ｂに帰属していなかった。 

 また、ｈの事業経営は、平成１３年５月以前に破綻し、会員からの預託金返還請求訴訟も

多発していたのであって、平成１７年６月９日には、別会社に全ての業務を委託しているか

ら、仮に本件ｈ貸付金が本件相続の開始時において亡Ｂに帰属していたとしても、当時、同

貸付金は全く無価値であったと評価すべきである。 

コ 本件Ｐ貸付金（別紙３順号２９）及び本件Ｎ貸付金（別紙３順号３０）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号２９のＰに対する債権（以下「本件Ｐ貸付金」という。）については、平成１

７年９月２２日、亡Ｂ名義の口座から出金されたのと同額（２億５７２０万６０００円）が

亡Ｂ名でＰ名義の口座に振り込まれ、Ｐはこれを亡Ｂからの長期借入金として経理処理して

いるから、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属しており、その価額は、別紙３の「被告

主張額」欄に記載のとおりである。また、別紙３順号３０のＮに対する債権（以下「本件Ｎ

貸付金」という。）については、Ｎの平成１７年９月期の総勘定元帳上、亡Ｂに対する借入

金３億６３１８万６９５６円及び亡Ｂへの未払金２億０７３５万８６０８円の合計５億７

０５４万５５６４円が記載されていたから、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属してお

り、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

 原告らは、本件Ｐ貸付金は、同月３０日付け債権放棄通知書により債権放棄されており、

本件Ｎ貸付金は、上記通知書によりＰに無償譲渡されているから、本件相続の開始時におい

ては、いずれも亡Ｂに帰属していなかったと主張するが、当時、亡Ｂは、会話も筆談もでき

ない状態であったし、それ以前に亡Ｂが財産の処分等を原告甲及びＩに指示したこともない

から、上記通知書が亡Ｂの意思に基づいて作成、送付されたものとはいえず、上記の債権放

棄及び無償譲渡が有効にされたということはできない。 

（原告らの主張） 

 本件Ｐ貸付金は、平成１７年９月３０日付けの債権放棄通知書により放棄されたから、本

件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかった。また、本件Ｎ貸付金は、上記債権放

棄通知書により亡ＢからＰに無償譲渡されたから、本件相続の開始時においては、亡Ｂに帰

属していなかった。 

 上記債権放棄通知書については、原告甲及びＩが、具体的に亡Ｂの意思を確認したわけで

はないが、その意を汲んで作成したものであり、仮に、上記作成日や発出日（同年１０月１

１日）に具体的な意思表示行為がなかったとしても、全てを亡Ｂから任されていたＩと原告

甲が日頃の意思に従ってしたことであり、意思表示は有効というべきである。 

サ 本件Ｓ手形債権（別紙３順号３１）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号３１のＳに対する手形債権（以下「本件Ｓ手形債権」という。）は、Ｉが、平

成１４年５月２１日付けで、Ｓに対し、ｊ株式会社（以下「ｊ」という。）等に対する貸付

金債権等を３億円で売る契約をし、その代金として受領したＳ振出の手形に係る平成１８年

１２月２５日現在の残元本８９００万円である。ところで、Ｓ手形債権の取立てに用いられ

たのは、亡Ｂが本件貸金業に関してＩに開設させた本件Ｑ名義預金に係る口座であり、同口

座の預金は、本件貸金業の貸付金の回収金で形成されているから、Ｓへの債権譲渡も本件貸



14 

金業の事業の一環としてされたものと見るべきである。そして、前記イ（被告の主張）のと

おり、本件貸金業の事業主体は、本件相続の開始時に至るまで、一貫して亡Ｂであったから、

本件Ｓ手形債権は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していた（なお、亡Ｂは、平成

１６年及び平成１７年のＳからの受取利息を自己の売上げとして申告している。）。そして、

その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件Ｓ手形債権に係る手形は、前記イ（原告らの主張）のとおり亡Ｂから本件貸金業を承

継したＩが、ｄの代表取締役であったｆに対する本件貸金業の貸付金を回収するために受け

取ったものであるから、Ｉの財産であり、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していな

かった。大阪国税局の調査担当者が作成した確認書においても、同債権は亡ＢからＩに贈与

されたことが確認されている。 

シ 本件甲債権（別紙３順号３２）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号３２の原告甲に対する債権（以下「本件甲債権」という。）は、原告甲が、亡

Ｂが入院した平成１７年７月６日から本件相続の開始時までの間に、前記エ（被告の主張）

のとおり亡Ｂに帰属する本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る口座から合計２億６７６０万４３

７５円を無断で出金し、同じく亡Ｂに帰属する本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る口座か

ら合計１５７９万５９３０円を無断で出金したことにより、亡Ｂが、原告甲に対して取得し

た不当利得返還請求権（悪意の受益者として、別紙５のとおり、年５分の利息を付す必要が

ある。）であるから、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたことは明らかである。

そして、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 本件各甲名義預金に係る口座は、前記エ（原告らの主張）のとおり、原告甲に帰属してい

たのであるから、原告甲がこれらの口座から出金したからといって亡Ｂが原告甲に対する債

権を取得することはない。仮に、本件各甲名義預金に係る口座が亡Ｂに帰属するとしても、

上記出金分については、原告甲に贈与されたものと認定すべきである。よって、本件甲債権

が、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたということはできない。 

ス 本件Ｉ債権（別紙３順号３３）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号３３のＩに対する債権（以下「本件Ｉ債権」という。）は、Ｉが、平成１７年

７月１３日、亡Ｂ名義の定期預金口座（亡Ｂの個人口座）を無断で解約して返戻金５９９８

万７２１７円を原告戊名義の定期預金とし、また、平成１８年１０月３日、本件貸金業に係

る亡Ｂ名義の口座（前記イ（被告の主張）のとおり、本件貸金業の事業主体は、本件相続の

開始時に至るまで、一貫して亡Ｂであったから、上記口座がＩに承継されたことはない。）

から１億円を無断で出金し、Ｐ及びＮの当座預金口座に５０００万円ずつを振り込んだ（両

社は、それぞれＩからの長期借入金５０００万円を計上している。）ことにより、亡Ｂが、

Ｉに対して取得した不当利得返還請求権（悪意の受益者として、別紙６のとおり、年５分の

利息を付す必要がある。）であるから、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたこ

とは明らかである。そして、その価額は、別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

 亡Ｂは、上記の解約や出金がされた当時、会話も筆談もできる状態ではなかったから、Ｉ
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に解約等を許諾する意思表示をしていない。 

（原告らの主張） 

 Ｉが亡Ｂ名義の定期預金等の口座から出金したことは間違いないが、相続税法基本通達９

－９により、Ｉ又は原告戊が利益を受けた時点で贈与がされたものとして取り扱うべきであ

る。そうでないとしても、Ｉは、亡Ｂ名義の定期預金口座については亡Ｂから使用を許され

ていたから、その贈与を受けたものというべきであるし、本件貸金業に係る亡Ｂ名義の口座

については、前記イ（原告らの主張）のとおりＩが本件貸金業を承継したことにより、Ｉが

引き継いだものである。また、上記出金については、いずれも亡Ｂが入院後にＩに対してし

た指示に基づくものである。大阪国税局の調査担当者が作成した確認書においても、上記各

口座は亡ＢからＩに贈与されたことが確認されている。よって、亡Ｂが本件Ｉ債権を取得す

ることはなく、同債権は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかった。 

セ 本件Ｉ預け金（別紙３順号３４）について 

（被告の主張） 

 別紙３順号３４のＩに対する預け金（以下「本件Ｉ預け金」という。）は、Ｉが、亡Ｂに

おいてＮ、Ｏ及びＰから受け取るべき平成１７年７月分から平成１８年１１月分までの役員

報酬合計５５９７万２４００円を上記各法人から預かり、内１９０３万４３００円を入院中

の亡Ｂに付き添っていたｍに渡したものの、残額を亡Ｂに渡していないことにより、亡Ｂが

Ｉに対して有するに至った預け金であり、これがＩに贈与されたこともないから、本件相続

の開始時において、亡Ｂに帰属していたことは明らかである。そして、その価額は、別紙３

の「被告主張額」欄に記載のとおりである。 

（原告らの主張） 

 亡Ｂに支払うべき役員報酬は、全てＩから入院中の亡Ｂに付き添っていたｍに交付されて

おり、本件Ｉ預け金は存在しない。被告が主張するような役員報酬については、株主総会決

議等もなく、実際に支払われたことはない。また、仮にそのような預け金があるとしても、

大阪国税局の調査担当者が作成した確認書において、亡ＢからＩに贈与されたものであるこ

とが確認されている。よって、本件Ｉ預け金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属し

ていなかった。 

（２）争点②（重加算税の賦課要件）について 

（被告の主張） 

 原告甲は、本件各甲名義預金（別紙３順号１９、２０）及び本件Ｖ株式（別紙３順号２１）

が亡Ｂに帰属するものであることを知りながら、これらが原告甲の名義とされている状態を利

用し、また、本件Ｐ貸付金（別紙３順号２９）及び本件Ｎ貸付金（別紙３順号３０）について、

Ｉと共に、亡Ｂに無断で、前記（１）コ（被告の主張）の債権放棄通知書を作成し、さらに、

本件各甲名義預金に係る口座が亡Ｂに帰属し、亡Ｂに無断で出金した金員（これに係る不当利

得返還請求権等が本件甲債権（別紙３順号３２）である。）は亡Ｂに返還すべきものであるこ

とを知りながら、同口座が原告甲の名義とされた状態を利用し、当初から課税価格を過少に申

告することを意図して上記各財産を亡Ｂの相続財産から除外して過少申告をした。 

 これらの行為は、「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一

部を隠ぺいし、又は仮装」し、「隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出」

したものといえるから、重加算税の賦課要件を満たす。 
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（原告甲の主張） 

 原告甲は、本件各甲名義預金及び本件Ｖ株式が自己の財産であると認識しており、これらを

隠ぺいしたことはない（持戻しが必要な相続開始前３年以内に贈与を受けた財産を相続財産と

して申告しなかったのも、税法の知識がなかっただけであり、隠ぺいの意図はなかった。）。ま

た、本件Ｐ貸付金及び本件Ｎ貸付金に係る債権放棄は、亡Ｂの意思に基づいてＩがしたもので

あり、原告甲が仮装したものではない。いずれにしても、本件相続に係る相続税の申告につい

てはＸ会計士に任せていたのであって、原告甲は、Ｘ会計士に一切指示をしておらず、虚偽の

事実を告げたこともない。 

 以上のとおり、原告甲は、「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全

部又は一部を隠ぺいし、又は仮装」する行為をしたことも「隠ぺいし、又は仮装したところに

基づき納税申告書を提出」したこともないから、重加算税の賦課要件を満たさない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点①（本件係争財産の帰属）について 

（１）本件Ｊ不動産（別紙３順号１、２）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）亡Ｂは、Ｋの屋号で本件貸金業を営んでいたところ、平成９年３月１１日、Ｋの従業員

に指示し、自ら取得原資を拠出して、原告甲名義で本件Ｊ不動産を競落した（原告甲本人、

弁論の全趣旨）。 

（イ）本件Ｊ不動産について、同月●日受付で、同月１１日競売による売却を原因とし、所有

者を原告甲とする所有権移転登記がされた（乙２５、２６）。 

（ウ）原告甲は、その後、亡Ｂが原告甲名義で本件Ｊ不動産を取得したことを、Ｋの従業員か

ら聞いて知った（原告甲本人）。 

（エ）亡Ｂは、原告甲に相談することなく、同年頃から、本件Ｊ不動産をＫの事務所として使

用し、その固定資産税を納付していた（原告甲本人、弁論の全趣旨）。 

（オ）亡Ｂは、平成１３年分から平成１８年分までの所得税青色申告決算書において、本件Ｊ

不動産の所在地に所在する事務所建物を平成９年６月に取得したとして、毎年９０万円の

減価償却費を計上した（乙９の１～６）。 

イ 検討 

（ア）不動産については、不動産登記簿に所有者として登記されている者が所有者であると事

実上推定すべきであるが（最高裁昭和３４年１月８日第一小法廷判決・民集１３巻１号１

頁）、当該不動産の取得の経緯、取得原資の出捐や使用収益の状況、登記名義人と取得原

資出捐者や使用収益者との関係等を総合考慮して、登記名義人以外の者に帰属するという

べき特段の事情があると認められる場合には、その者を当該不動産の所有者と認定するの

が相当である。 

 そうであるところ、前記認定のとおり、本件Ｊ不動産については、平成９年３月●日付

けで原告甲を所有者とする所有権移転登記がされているものの、その競落のための手続は、

亡Ｂの指示により、亡Ｂが事業主体であったＫの従業員が行い、その取得原資も亡Ｂが拠

出している上、亡Ｂが、原告甲に相談することなくＫの事務所として使用していたのであ
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って、亡Ｂが、同不動産について、固定資産税を負担し、所得税の申告に当たって減価償

却費を計上していたこと、原告甲が、本件Ｊ不動産について原告甲名義で所有権移転登記

がされたことをＫの従業員から事後的に知らされたのみであり、亡Ｂから贈与の申込みを

直接受けておらず、受諾の意思表示もしていないものと認められること等をも考慮すれば、

本件Ｊ不動産を実質的に取得したのは亡Ｂであったと認めるのが相当である。そして、そ

の後、亡Ｂが同不動産を原告甲その他の者に譲渡したことをうかがわせる事情は認められ

ない。 

 そうすると、本件Ｊ不動産については、不動産登記簿に所有者として登記されている原

告甲ではなく、亡Ｂに帰属するというべき特段の事情があると認められ、亡Ｂを本件相続

の開始時における所有者と認定すべきである。 

（イ）原告らは、本件Ｊ不動産は、亡Ｂが、原資を拠出して取得した上、原告甲に贈与したも

のであり、取得時に原告甲名義で登記された以上、相続税法基本通達９－９及び名義変更

取消通達に照らしても、原告甲に贈与と認定されるべきことは明らかであると主張する。 

 しかしながら、相続税法基本通達９－９及び名義変更取消通達が、前記前提となる事実

のとおり、他の者の名義で新たに不動産を取得した場合には、当該行為は、一定の例外的

な事実が認められない限り、原則として贈与として取り扱うものとしているのは、多くの

事案を処理する課税庁が、贈与税の課税処分を行う際に贈与の事実の有無を統一的に認定

し、税負担の公平を確保するために、内部的な指針を定める趣旨であると解される。とこ

ろで、課税処分は、原則として、実体法上の権利関係に基づいてされるべきものであり（所

得税法１２条参照）、この実質課税の原則（相続税法にも妥当すると解される。）の下にお

いては、実体的に贈与がないにもかかわらず、他人名義による財産の取得行為があったと

いうだけで、贈与があったものと取り扱い、贈与税を課すことが許されないことは明らか

というべきであり、上記各通達がそのような取扱いを認める趣旨であると解することもで

きない。そして、亡Ｂが本件Ｊ不動産を原告甲に贈与したとは認められないことは、前記

（ア）のとおりであるから、原告らの上記主張は、採用することができない。 

 なお、原告らは、亡Ｂは、本件Ｊ不動産に係る固定資産税を使用借人として負担してい

たのであり、自らの所得税の申告の際に同不動産に係る減価償却費を計上していたのも、

原告甲と生計を一にする親族として所得税法５６条の規定によったものであって、これら

の事実を根拠に本件Ｊ不動産が亡Ｂに帰属していたということはできないと主張する。し

かしながら、前記認定のとおり、亡Ｂは、原告甲に相談することなく本件Ｊ不動産をＫの

事務所として使用していたのであって、亡Ｂと原告甲との間にその使用貸借契約が締結さ

れたということはできない。また、原告らの所得税法５６条に関する上記主張の趣旨は必

ずしも明らかでないが、いずれにしても、原告甲と亡Ｂとは、それぞれ相当額の収入を得

ていたと認められること（弁論の全趣旨）等に照らすと、生計を一にしていたとは認めら

れない。よって、原告らの上記各主張は、いずれも前提を欠き、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｊ不動産は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認め

るのが相当である。そして、証拠（乙１１４、１１５、１１６の１・２）及び弁論の全趣旨

によれば、本件相続の開始時における本件Ｊ不動産の価額は、別紙３順号１及び２の各「被

告主張額」欄に記載のとおりであると認められる。 
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（２）本件山林等（別紙３順号３～１７）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）本件山林等の所有権移転登記の経緯 

ａ 本件山林等については、次のとおり、それぞれ根抵当権設定登記がされた（乙２７～

４１）。 

（ａ）別紙３順号３及び４につき、平成９年１２月●日受付で、同日設定を原因とし、債

務者をｎ、根抵当権者をＩとする極度額６０００万円（その後、１億円に変更）のも

の 

（ｂ）別紙３順号５につき、同年９月●日受付で、同日設定を原因とし、債務者をｎ、根

抵当権者をＩとする極度額６０００万円（その後、１億円に変更）のもの 

（ｃ）別紙３順号６、８、９、１６及び１７につき、平成１０年１月●日受付で、同月２

６日設定を原因とし、債務者を有限会社ｑ、根抵当権者を原告甲とする極度額５００

０万円のもの 

（ｄ）別紙３順号７及び１０～１５につき、同月●日受付で、同月２６日設定を原因とし、

債務者を株式会社ｒ、根抵当権者をＩとする極度額５０００万円のもの 

ｂ 本件山林等のうち別紙３順号３～５について、それぞれ、平成１３年５月●日受付で、

同日売買を原因とし、所有者をＩとする所有権移転登記がされた（乙２７～２９）。 

ｃ 本件山林等のうち別紙３順号６～１７について、それぞれ、同月●日受付で、同日売

買を原因とし、所有者をＩとする所有権移転登記がされた（乙３０～４１）。 

（イ）本件貸金業の経緯等 

ａ 亡Ｂは、かねてＫの屋号で本件貸金業を営んでいたところ、Ｉは昭和５７年頃から、

原告甲は平成４年頃から、それぞれＫの従業員として稼働するようになった（甲３４、

原告甲本人）。 

ｂ 亡Ｂは、平成１８年分まで、毎年、本件貸金業に係る所得を申告しており（ただし、

同年分については、相続人代表として原告甲が準確定申告書を提出した。）、他方、Ｉは、

その経営する飲食店等に係る事業所得等を申告しつつ、本件貸金業に係る所得を申告し

たことはなかった（乙９の１～６、１３の１～６、１４の１～６、証人Ｉ、弁論の全趣

旨）。 

ｃ Ｉは、平成１０年頃の前後を通じて、Ｋから、毎月１００万円程度の給料を得ていた

（証人Ｉ）。 

ｄ 亡Ｂは、平成１１年から平成１６年までの間に、少なくともＫの債務者１４者に対す

る債権について、自らの名義の債権放棄書ないし債権放棄通知書を作成したほか、自ら

の名義で貸付けを行い、貸付先から弁済を受けるなどした（乙１２５～１３９）。 

ｅ 亡Ｂは、①平成１４年３月、平成１３年分の所得税の確定申告において、Ｉ名義の東

大阪市内の不動産の譲渡に係る所得を申告し、②平成１５年３月、平成１４年分の所得

税の確定申告において、Ｉ名義の岡山県内の不動産の譲渡に係る所得を申告し、③平成

１７年３月、平成１６年分の所得税の確定申告において、原告甲名義の松原市内の不動

産及びＩ名義の西宮市内の不動産の各譲渡に係る所得を申告し、これらの申告の際、そ
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れぞれ、Ｉ又は原告甲は単なる名義人であり、真の取得者、譲渡者は亡Ｂであるから譲

渡所得の申告は亡Ｂが行う旨の書面を添付するなどした（乙１０、１１の各１・２、１

２の１～３）。 

イ 検討 

（ア）不動産については、前記（１）のとおり、不動産登記簿に所有者として登記されている

者が所有者であると事実上推定すべきであるが、当該不動産の取得の経緯、取得原資の出

捐や使用収益の状況、登記名義人と取得原資出捐者や使用収益者との関係等を総合考慮し

て、登記名義人以外の者に帰属するというべき特段の事情があると認められる場合には、

その者を当該不動産の所有者と認定するのが相当である。 

 本件山林等については、前記認定のとおり、いずれも、Ｉ又は原告甲を根抵当権者とす

る根抵当権設定登記がされ、平成１３年５月、売買を原因とし、所有者をＩとする所有権

移転登記がされているところ、上記根抵当権設定登記が本件貸金業に係る貸付金の担保の

ためにされたものであり、上記所有権移転登記が当該貸付金の回収のために実質は代物弁

済を原因としてされたものであることについては、当事者間に争いがない。そして、前記

認定のとおり、本件貸金業の事業主体はもともと亡Ｂであり、Ｉはその従業員であったこ

と等からすれば、本件山林等については、不動産登記簿に所有者として登記されているＩ

ではなく、亡Ｂに帰属するというべき特段の事情があると認められ、亡Ｂを本件相続の開

始時における所有者と認定するのが相当である。 

 なお、原告らは、本件山林等に係る固定資産税はＩが納付していたと主張するが、仮に

そのような事情があるとしても、上記のような取得経緯等に照らすと、上記認定を覆すに

足りないというべきである。 

（イ）原告らは、本件貸金業は平成１０年頃に亡ＢからＩに承継されたから、本件山林等は、

Ｉが本件貸金業の事業主体として取得したものであると主張し、これに沿うＩの供述（甲

３４、証人Ｉ）もある。 

 しかしながら、Ｉの上記供述は、Ｉが亡Ｂから承継した顧客、貸付金債権の範囲等の点

において曖昧である上、前記認定のとおり、平成１０年頃以降も、本件貸金業に係る所得

については亡Ｂが申告していた一方、Ｉはこれを申告していないこと、亡Ｂの名義で貸付

けや債権放棄等が行われていること、ＩがＫから利益の増減と無関係に一定額の給与の支

給を受けていること等と矛盾するというほかない。また、前記認定のとおり、亡Ｂは、同

年頃以前においても本件貸金業に関して従業員であるＩや原告甲の名義を使用し、他方、

同年頃以降も、Ｉや原告甲の名義の不動産に係る譲渡所得について、Ｉや原告甲は単なる

名義人であり真の取得者・譲渡者は亡Ｂである旨の書面を添付して確定申告を行うなどし

ているのであり、このように、同年頃の前後を通じて、Ｉらの名義を頻繁に借用していた

ことは、亡Ｂが一貫して本件貸金業の事業主体であったことを推認させるというべきであ

る。そして、Ｉ自身が、別件訴訟において、自らが社長になった後もＫの経営はワンマン

オーナーである亡Ｂの意向次第であり、自らに決定権はなかった旨の供述をしていること

（乙２００）等をも考慮すれば、本件貸金業を同年頃に亡Ｂから承継した旨のＩの上記供

述は信用することができず、仮に、Ｉが同年頃以降、Ｋの社長を名乗り、本件貸金業に関

しその名義を使用することがあったとしても、同年頃に本件貸金業が亡ＢからＩに承継さ

れたということはできない。 
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 なお、原告らは、亡Ｂが平成１０年頃以降も本件貸金業に係る所得についての所得税の

確定申告等をしていたのは、贈与税の課税を免れるとともに、Ｉに引き継がなかった不良

債権の回収を行ってその損失を計上するためにすぎないから、上記確定申告等の事実から、

亡Ｂが事業主体であったということはできないと主張する。しかしながら、原告らの主張

を前提とすれば、Ｉは、同年頃以降は対内的にも対外的にも本件貸金業の事業主体として

行動していたというのであるから、贈与税の課税を免れるために所得税の確定申告のみ亡

Ｂの名義で続けていたということ自体不合理というべきであるし、亡ＢがＩに引き継がな

かった不良債権に係る損失のみを計上するために確定申告を行っていたとする点も、上記

の主張との関係が明らかでない上、Ｉが引き継いだはずの債権についても確定申告がされ

ていないこと等に照らすと不自然であるというほかない。さらに、原告らは、Ｉは、本件

貸金業の事業活動について、重要な事柄について亡Ｂの助言を受けつつ、自ら方針を決定

していたのであり、事業内容の全てを承知しておらず、結果的に亡Ｂの意見に従っていた

としても、本件貸金業の事業主体であることが否定されるものではないとも主張するが、

既に判示したところに照らすと、Ｉは、本件貸金業の事業活動に関する方針を亡Ｂの指示

に反して決定することはできず、そのような決定権自体を有していなかったものというべ

きであって、このことは、Ｉが事業主体であることと矛盾するというほかない。よって、

原告らの上記各主張は、いずれも採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、仮にＩが本件貸金業を承継したと認められないとしても、本件山林等

は、亡ＢがＩに贈与したものであり、取得時にＩ名義で登記された以上、相続税法基本通

達９－９及び名義変更取消通達に照らしても、Ｉに贈与と認定されるべきことは明らかで

あると主張する。 

 しかしながら、前記（１）のとおり、贈与の実質がないにもかかわらず他人名義による

財産の取得行為があったというだけで上記各通達により贈与があったものと取り扱うこ

とは許されないというべきところ、亡Ｂが本件山林等をＩに贈与したとは認められないこ

とは、前記（ア）のとおりである。よって、原告らの上記主張は、採用することができな

い。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件山林等は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、証拠（乙１１４、１１７～１２０）及び弁論の全趣旨によれば、

本件相続の開始時における本件山林等の価額は、別紙３順号３～１７の各「被告主張額」欄

に記載のとおりであると認められる。 

（３）本件Ｑ名義預金（別紙３順号１８）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）Ｉは、平成１６年４月１日、亡Ｂの指示により、Ｉの甥であるＱの名義を借用して本件

Ｑ名義預金に係る預金口座を開設した（乙２０、４２、４４）。 

（イ）本件Ｑ名義預金に係る預金口座には、同年１０月以降、Ｓからの受取利息全額が入金さ

れていた（乙２０、４３）。 

（ウ）亡Ｂは、平成１６年分及び平成１７年分の所得税の確定申告において、Ｓからの受取利
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息を自己の売上げとして申告した（乙９の４・５、１４０～１４２）。 

イ 検討 

（ア）預金債権の帰属の認定に当たっては、その名義が重要な考慮要素となることはいうまで

もないが、親族間等においては、他人名義での口座開設等がされることもままあることか

らすれば、口座開設の経緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資

出捐者や利得者との関係等を総合考慮して判断する必要があるというべきである。 

 そうであるところ、本件Ｑ名義預金は、前記認定のとおり、Ｑ名義の預金口座に係るも

のではあるが、同人はＩの親族である上、同口座は、亡Ｂの指示によりＩが開設し、その

後、後記（11）のとおり本件貸金業の貸付先であると認められるＳからの受取利息が入金

され、亡Ｂがこれを自らの売上げとして税務申告していること等に照らすと、本件貸金業

の事業用の預金口座であることは明らかというべきである。そして、本件貸金業の事業主

体が亡Ｂであったと認められることは、既に判示したとおりである。 

 そうすると、同口座に係る預金については、同口座の名義人がＱであり、Ｉが同口座の

通帳及び印鑑を保管していたとしても、亡Ｂに帰属していたと認めるのが相当である。 

（イ）原告らは、本件貸金業はＩに承継されたのであるから、本件Ｑ名義預金は、Ｉの財産で

あり、本件相続の開始時において亡Ｂに帰属していなかったと主張する。しかしながら、

Ｉが平成１０年頃に本件貸金業を亡Ｂから承継したとは認められず、本件貸金業の事業主

体が本件相続の開始時まで一貫して亡Ｂであったというべきことは、前記（２）のとおり

である。よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件Ｑ名義預金は、大阪国税局の調査担当者が作成した確認書におい

て、原告Ｉに贈与されたことが確認されていると主張する。しかしながら、証拠（甲１０、

３５の１・２）及び弁論の全趣旨によれば、上記確認書は、Ｉ又は原告甲が、本件係争財

産の一部について、亡Ｂから贈与を受けたものと認識している旨を大阪国税局長宛てに申

し出るものにすぎないことが認められるのであって、調査担当者がその文案を作成したか

らといって、そのことから、本件Ｑ名義預金が亡ＢからＩに贈与されたということはでき

ない。よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｑ名義預金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認

めるのが相当である。そして、証拠（乙４３、１１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件相

続の開始時における本件Ｑ名義預金の価額は、別紙３順号１８の「被告主張額」欄に記載の

とおりであると認められる。 

（４）本件各甲名義預金（別紙３順号１９、２０）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る経緯 

ａ 原告甲は、平成９年３月１４日、亡Ｂの指示により、Ｋの従業員に依頼して、自己の

名義で、本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座を開設した（甲３６、乙４５、

原告甲本人）。 

ｂ 本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座には、同日、亡Ｂ名義のＲ信用金庫日
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本橋支店普通預金口座（亡Ｂの相続財産として申告されており、亡Ｂに帰属すると認め

られる。以下「本件亡Ｂ名義普通預金口座」という。）から出金された３億１７６０万

円が入金され、さらに、亡Ｂ名義で、２回にわたり、合計１億０１１７万円が振込入金

された（甲３６、乙１、４６、４７）。 

ｃ 本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座には、同年４月から同年１２月までの

間に、９回にわたり、本件亡Ｂ名義普通預金口座から出金された合計５億７３００万円

が入金された（甲３６、乙４６、４７）。 

ｄ 本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座からは、平成１２年１月６日、６億０

８１６万８０００円が出金されて同額が原告甲名義のｔ証券阿倍野支店の証券総合取

引口座に入金され、同月７日、原告甲名義のＵ株式購入に充てられた（甲３６、乙５０、

５１）。 

ｅ 本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座からは、同年７月２６日、４億円が出

金されて同額が亡Ｂ名義のｔ証券阿倍野支店の証券総合取引口座に入金され、同月２７

日、亡Ｂ名義の株式購入に充てられた（乙１４４～１４６）。 

（イ）本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る経緯 

ａ 原告甲は、平成１１年１２月２８日、亡Ｂの指示により、自己の名義で、本件甲名義

預金（Ｔ銀行）に係る預金口座を開設した（乙４８、原告甲本人）。 

ｂ 本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座には、同月２９日、亡Ｂが拠出した３億５

５５４万円が入金された（乙４９、原告甲本人）。 

ｃ 本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座からは、平成１２年１月４日、２億３０９

１万８０００円が出金されて同額が原告甲名義の前記（ア）ｄの証券総合取引口座に入

金され、同月５日、本件Ｖ株式の購入に充てられた（甲３６、乙４９、５１、原告甲本

人）。 

ｄ 本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座には、その後、定期的に、前記（ア）ｄの

原告甲名義のＵ株式の配当金が入金された（甲３６、乙４９）。 

ｅ 本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座には、平成１７年１２月１５日、亡Ｂ名義

のＴ銀行西田辺支店普通預金口座（別紙３順号３７）から５５００万円が振替入金され

た（乙５２、５３の１・２）。 

ｆ 本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座には、平成１８年２月１６日、上記ｃの原

告甲名義のＵ株式の売却代金で買い付けたⒶ・ＭＲＦの解約金１億８７７４万３９５３

万円が入金された（乙４９、５１）。 

イ 検討 

（ア）預金債権の帰属の認定に当たっては、前記（３）のとおり、その名義のみならず、口座

開設の経緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資出捐者や利得者

との関係等を総合考慮して判断する必要があるというべきである。 

 そうであるところ、本件甲名義預金（Ｒ信用金庫）に係る預金口座は、前記認定のとお

り、亡Ｂの指示によりＫの従業員が開設の手続をしたものであり、同口座には、亡Ｂから

多額の資金が入金されている上、同口座から引き出された多額の現金が亡Ｂ名義の株式の

購入に充てられていること等に照らすと、原告甲の名義であることを考慮しても、亡Ｂに

帰属すると認めるのが相当である。 
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 また、本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係る預金口座についても、前記認定のとおり、亡Ｂ

の指示により原告甲が開設の手続をしたものであり、同口座には、亡Ｂから多額の資金が

入金されている上、上記のとおり亡Ｂに帰属すると認められる本件甲名義預金（Ｒ信用金

庫）に係る預金口座の資金によって購入されたＵ株式の配当金や同株式の売却代金に由来

する金員が入金されていること等に照らすと、原告甲の名義であることを考慮しても、亡

Ｂに帰属すると認めるのが相当である。 

（イ）原告らは、本件各甲名義預金に係る預金口座の通帳及び印鑑は原告甲が保管していたの

であって、その原資を亡Ｂが出捐したとしても、原告甲に贈与されたものであると主張す

る。しかしながら、証拠（甲３２、乙１９、原告甲本人）によれば、原告甲は、亡Ｂによ

る本件各甲名義預金に係る各預金口座の出入金の指示を拒むことはできなかったと認め

られ、同口座の預金を自由に処分する権限を有していなかったというべきであるから、同

口座に入金された亡Ｂの資金が原告甲に贈与されたと認めることはできない（なお、原告

甲は、前記認定の自己名義による株式購入等は、自らの判断でしたものであると供述する

が（甲３６、原告甲本人）、これを裏付ける証拠はなく、原告らが、訴状において、本件

Ｖ株式は原告甲が亡Ｂの指示により購入の手続をしたと主張していたこと等に照らすと、

信用することができない。）。 

 この点、原告らは、亡Ｂが出入金の指示をしていたことは贈与の事実と必ずしも矛盾し

ないし、遅くとも亡Ｂからの指示がなくなった平成十四、五年頃には贈与がされたと見る

べきであると主張するが、前記認定のとおり、本件各甲名義預金に係る預金口座が亡Ｂの

指示によって開設され、その原資の多くを亡Ｂが出捐していること等を考慮すれば、亡Ｂ

が出入金の指示をもしていたことは、贈与がなかったことを推認させるというべきである

し、平成十四、五年頃以降について見ても、原告甲が亡Ｂの意思に反して出入金を行って

いたと認めるに足りる証拠はなく、他に贈与がされたことをうかがわせる事情も認められ

ない。 

 よって、原告らの上記各主張は、いずれも採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件各甲名義預金は、大阪国税局の調査担当者が作成した確認書にお

いて、原告甲に贈与されたことが確認されていると主張する。しかしながら、上記確認書

は、Ｉ又は原告甲が、本件係争財産の一部について、亡Ｂから贈与を受けたものと認識し

ている旨を大阪国税局長宛てに申し出るものにすぎず、調査担当者がその文案を作成した

からといって、そのことから、本件各甲名義預金が亡Ｂから原告甲に贈与されたというこ

とができないことは、前記（３）のとおりである。よって、原告らの上記主張は、採用す

ることができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件各甲名義預金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと

認めるのが相当である。そして、証拠（乙４９、１１４、１２１）及び弁論の全趣旨によれ

ば、本件相続の開始時における本件各甲名義預金の価額は、別紙３順号１９及び２０の各「被

告主張額」欄に記載のとおりであると認められる。 

（５）本件Ｖ株式（別紙３順号２１）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ
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る。 

（ア）原告甲は、亡Ｂの指示により、平成１１年１２月２９日、亡Ｂの指示により開設した原

告甲名義のｔ証券阿倍野支店の証券総合取引口座を利用して、本件Ｖ株式を購入する約定

をした（乙１９、５１、弁論の全趣旨）。 

（イ）原告甲は、平成１２年１月４日、前記（４）のとおり、本件甲名義預金（Ｔ銀行）に係

る預金口座から出金した２億３０９１万８０００円を原告甲名義の上記（ア）の証券総合

取引口座に入金して本件Ｖ株式の購入代金を支払い、本件Ｖ株式は原告甲名義となった

（乙５１）。 

イ 検討 

（ア）株式の帰属の認定に当たっては、その名義が重要な考慮要素となることはいうまでもな

いが、親族間等においては、他人名義での株式取得等がされることもままあることからす

れば、取得の経緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資出捐者や

利得者との関係等を総合考慮して判断する必要があるというべきである。 

 そうであるところ、前記認定のとおり、本件Ｖ株式は、原告甲名義の証券総合取引口座

を利用して取得され、原告甲名義とされているが、前記（４）のとおり亡Ｂに帰属してい

たと認められる本件甲名義口座（Ｔ銀行）から出金された資金が取得原資になっているの

であり、その購入手続は亡Ｂの指示により原告甲が行っていること、上記証券総合取引口

座も亡Ｂの指示により開設されたものであること等に照らすと、亡Ｂに帰属すると認める

のが相当である。 

（イ）原告らは、仮に、本件Ｖ株式の取得原資を出捐したのが亡Ｂであるとしても、その取得

の際に原告甲名義で登録されているのであるから、相続税法基本通達９－９及び名義変更

取消通達に照らし、原告甲に贈与されたと認定されるべきであると主張する。 

 しかしながら、前記（１）のとおり、贈与の実質がないにもかかわらず他人名義による

財産の取得行為があったというだけで上記各通達により贈与があったものと取り扱うこ

とは許されないというべきところ、亡Ｂが本件Ｖ株式を原告Ｂに贈与したとは認められな

いことは、前記（ア）のとおりである。よって、原告らの上記主張は、採用することがで

きない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｖ株式は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、証拠（乙１１４、１２２の１～５）及び弁論の全趣旨によれば、

本件相続の開始時における本件Ｖ株式の価額は、別紙３順号２１の「被告主張額」欄に記載

のとおりであると認められる。 

（６）本件Ｎ出資（別紙３順号２５）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）Ｈは、昭和５９年、信用組合Ⓑ（後の信用組合Ⓒ。以下「Ⓑ」という。）から融資を受

けて大阪市平野区内のパチンコ店の土地建物を取得した（甲１７、１８）。 

（イ）Ｈは、同年３月●日、Ｎ（当時の商号は「有限会社Ｗ」であり、資本の総額を１０００

万円、出資口の総数を１万口、目的を遊技場経営等とする有限会社であった。）を設立し
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て、その代表取締役に就任し、上記（ア）のパチンコ店を経営するようになった（甲１７、

１８、乙５４の３）。 

（ウ）Ｎは、平成２年８月２４日、商号を「有限会社Ｎ」に変更した（乙５４の１）。 

（エ）亡Ｂは、同月頃から、Ｈとの関係が険悪となったため、Ｈと縁を切り、上記（ア）のパ

チンコ店を取り上げてＩに経営させようと考えるようになった（甲１７、１８）。 

（オ）平成５年３月２５日、ＨがＮの取締役を辞任するなどした上、Ｉが代表取締役に、亡Ｂ、

原告戊、原告Ａ及び原告甲が取締役にそれぞれ就任し、同年４月●日、その旨の登記がさ

れた（甲１７、１８、乙５４の１・３）。 

（カ）同日、ⒷからＩ、原告Ａ及び原告甲に対し、それぞれ、亡Ｂを連帯保証人として２億５

５００万円の融資がされるとともに、Ⓑの関連会社からＮに対し、Ｉ、原告Ａ及び原告甲

を連帯保証人として、９億３５００万円の融資がされた（甲１７、１８、乙１５９～１６

６）。 

（キ）上記（ア）の土地建物について、同日受付で、Ｉ、原告Ａ及び原告甲を共有者（持分は

各３分の１）とする所有権移転登記がされるとともに、Ⓑを根抵当権者、Ｈを債務者とす

る根抵当権設定登記が抹消され、Ⓑを根抵当権者、Ｉ、原告Ａ及び原告甲をそれぞれ債務

者とする極度額３億０６００万円の各根抵当権設定登記並びに上記（カ）の関連会社を根

抵当権者、Ｎを債務者とする極度額１１億２２００万円の根抵当権設定登記がそれぞれさ

れた（甲１７、１８、乙１５４～１５８）。 

（ク）上記（ア）の土地建物について、平成９年１０月●日受付で、亡Ｂを所有者とする持分

移転登記がされた（乙１５４～１５８）。 

（ケ）亡Ｂは、平成１４年２月２８日、本件貸金業の事業用口座であるⒹ名義のＲ信用金庫日

本橋支店普通預金口座から出金した４億８５００万円を支払って、上記（カ）のＮに対す

る債権を譲り受け、その後、上記（キ）のＮを債務者とする根抵当権設定登記は、混同を

原因として抹消された（乙２１、１５４～１５８、１６８、１６９、弁論の全趣旨）。 

（コ）亡Ｂは、平成１６年１０月２０日頃、上記（カ）のＩ、原告Ａ及び原告甲に対する各債

権（残元金は、Ｉが１億８９４４万５６６７円、原告Ａ及び原告甲が各１億８９４４万５

６６８円）を承継したＹに対し、連帯保証人として（原告甲分のうち１億５５６０万円に

ついては原告甲名義で）、上記各債権の全額を弁済した（乙２４５～２４８、原告甲本人）。 

（サ）亡Ｂは、平成１７年７月６日、脳出血による重度の意識障害を発症して入院し、その後、

意識を取り戻したものの、平成１９年１月●日に前記前提となる事実（２）アのとおり死

亡するまで、呼びかけにうなずくこと等が可能な状態の時もあるものの、会話も筆談もで

きない状態が続いた（甲９別紙１２、乙７５、７６、原告甲本人）。 

（シ）Ｎは、平成１８年５月１日、会社法の施行に伴って株式会社に分類され、同法施行前に

おける社員、持分及び出資１口は、それぞれ、株主、株式及び１株とみなされた（弁論の

全趣旨）。 

（ス）Ｎは、平成１３年９月期から平成１６年９月期までの各法人税の確定申告の際、亡Ｂが

株式数（出資金額）全部（１０００万円）を保有する株主（社員）である旨を記載した株

主明細書を確定申告書に添付して提出したが、平成１７年９月期及び平成１８年９月期の

各法人税の確定申告書には株主明細書を添付せず、平成１９年９月期の法人税の確定申告

の際には、Ｉが５５００口、原告甲が４５００口の株式（持分）を保有する株主（社員）
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である旨を記載した株主明細書を確定申告書に添付して提出した（乙５９の１～６、６２、

２４２の１～７）。 

イ 検討 

（ア）株式（持分）の帰属の認定に当たっては、前記（５）のとおり、その名義のみならず、

取得の経緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資出捐者や利得者

との関係等を総合考慮して判断する必要があるというべきである。 

 ところで、前記認定のとおり、Ｈは、Ⓑから融資を受けてパチンコ店の土地建物を取得

し、Ｎ（有限会社Ｗ）を設立して、その代表取締役として上記パチンコ店を経営していた

が、平成５年に、Ⓑに対する債務を免れる一方で、Ｎの取締役を辞任しており、他方、そ

の際、亡Ｂ、Ｉ、原告Ａ、原告甲及び原告戊がＮの取締役（Ｉは代表取締役）に就任し、

Ｉ、原告Ａ、原告甲及びＮがⒷ等から合計１７億円の融資を受けた上、上記土地建物が、

Ｉ、原告Ａ及び原告甲の共有名義とされ、上記各融資に関して根抵当権設定登記がされて

いるのであって、これらの事実によれば、Ｈは、当初、Ｎの持分全部を保有していたが、

平成５年に、Ⓑに対する債務を免れるのと引き換えに、上記持分全部を譲渡したものと認

められる。そして、上記のとおり、Ⓑからの新たな借入やパチンコ店の土地建物の取得は、

Ｉ、原告Ａ及び原告甲の名義で行われているが、亡Ｂは、前記認定のとおり、上記債務に

ついて連帯保証人となっている上、その後、上記土地建物の登記名義を取得するとともに、

Ｎに対する上記債権を買い取り、Ｉ、原告Ａ及び原告甲の上記各債務の少なくとも大部分

を弁済するなどしているのであって、ＨをＮの経営から排除することを決めたのが亡Ｂで

あること、Ｎの平成１３年９月期から平成１６年９月期までの各法人税の確定申告書には、

亡Ｂが全持分を保有する株主（社員）である旨を記載した株主明細書が添付されているこ

と等をも併せ考慮すれば、平成５年にＨからＮの持分を譲り受けたのは、実質的には亡Ｂ

であったと認めるのが相当である。 

 そして、その後、上記持分が譲渡されたことをうかがわせる事情は認められないから、

本件Ｎ出資は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたものというべきである。 

（イ）原告らは、本件Ｎ出資者名簿にはＩ及び原告甲が株主（社員）として記載されているの

であって、本件Ｎ出資は、その記載どおり、Ｉ及び原告甲に帰属すると主張する。 

 しかしながら、株式（持分）の帰属の認定に当たっては、その名義のみならず、取得の

経緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資出捐者や利得者との関

係等を総合考慮して判断する必要があるところ、取得の経緯や原資の出捐状況等に照らす

と、本件Ｎ出資が亡Ｂに帰属していたと認められることは、上記のとおりである。また、

本件Ｎ出資者名簿には、平成９年１０月３日現在の出資者としてＩ（口数５５００口）及

び原告甲（同４５００口）が記載されているところ（甲９別紙３）、この記載は、前記認

定の平成１３年９月期から平成１６年９月期までの各法人税の確定申告書に添付された

株主明細書の記載と矛盾しており、信用することができない（この点、原告らは、上記株

主明細書の記載は、一時、Ｉを排除しようと画策した亡Ｂの指示によるものであり、真実

とは異なると主張し、これに沿うＩの供述（証人Ｉ）もあるが、亡ＢがＮを実質的に支配

していなかったのであれば、上記のような偽装をしたところでＩを排除できるものではな

く、そのような偽装を行うこと自体も困難といえること等に照らすと、Ｉの上記供述は、

その内容自体が不合理というほかなく、信用することができない。また、前記認定のとお
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り、平成１７年９月期及び平成１８年９月期の各法人税の確定申告書には株主明細書が添

付されておらず、平成１９年９月期の法人税の確定申告書には、Ｉ及び原告甲が株主（社

員）である旨を記載した株主明細書が添付されているが、前記認定のとおり、亡Ｂは、平

成１７年７月６日に入院して以降、会話も筆談もできない状態となっていたところ、上記

各確定申告書は、上記入院後に作成、提出されたものであり（乙５９の５・６、６２、２

４２の５～７、弁論の全趣旨）、Ｉ等による偽装の可能性を否定できないから、上記認定

を左右しないというべきである。）。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件Ｎ出資をＨから取得したのはＩであり、仮に、出資持分を取得す

るためにＩ等が負担した債務を亡Ｂが返済したとしても、それによってＩが有していた出

資持分が亡Ｂのものになることはないと主張し、これに沿うＩの供述（証人Ｉ）もある。 

 しかしながら、原告らは、当初、Ｉが昭和５９年のＮの設立時に５５０万円を拠出して

持分を取得したと主張していたにもかかわらず、その後、何ら合理的な理由を説明するこ

となく上記のとおり主張を変更したものであること（顕著な事実）等に照らすと、Ｉの上

記供述は信用することができない（なお、原告らは、Ｎが亡Ｂのものでないことは既に別

件訴訟判決によって確定しているとも主張し、証拠（甲１７、１８）及び弁論の全趣旨に

よれば、ＨがＮ及びＩに対してＮの株主であることの確認を求めた訴訟について、ＨはＩ

にＮの株式（持分）を譲渡することによってこれを喪失した旨を判示して請求を棄却した

判決が確定したことが認められるが、上記判示は、ＨからＮの株式（持分）を譲り受けた

実質的な主体が亡Ｂであることと矛盾するものではないから、上記主張は前提を欠くとい

うべきである。）。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｎ出資は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件相続の開始時

における本件Ｎ出資の価額は、別紙３順号２５の「被告主張額」欄に記載のとおりであると

認められる。 

（７）本件Ｏ株式（別紙３順号２６）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）Ｏは、昭和６０年１月●日、商号を「Ｚ株式会社」、資本金の額を１０００万円、発行

済株式の総数を２００株として設立された、遊技場経営等を目的とする株式会社であり、

当時の株主は、ａ（発行済株式総数の８割を保有）並びにその代表取締役及びその親族３

名（以下、併せて「ａ関係者ら」という。）であった（甲１０、乙６６）。 

（イ）亡Ｂとａは、平成３年７月１１日、ａが亡Ｂに対して大阪市城東区内のパチンコ店の土

地建物を１５億円で売る旨の売買契約書を作成した（乙１７３、弁論の全趣旨）。 

（ウ）ａは、同年８月１７日、Ｋ（本件貸金業）との間で、Ⓔ株式会社がＫに対して負ってい

た５億円の債務を連帯保証する旨を約した（乙１７４）。 

（エ）上記（イ）の土地建物について、平成４年３月●日ないし同年４月●日の各受付で、同
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年３月１０日設定を原因とし、権利者をＩ、債務者をⒺ株式会社とする、極度額５億円の

根抵当権設定仮登記がされるとともに、同日設定を原因とし、権利者をＩとする賃借権設

定仮登記がされた（乙１７５～１８０）。 

（オ）ａ関係者らは、Ｏ（Ｚ）の取締役又は監査役であったが、同年５月１５日、これらを辞

任し、その結果、Ｏの取締役は、本件貸金業の関係者であるⒼ及びＩ（いずれも同年４月

３０日就任）の２名となったが、同年５月１５日、Ｉが代表取締役、原告戊が監査役にそ

れぞれ就任し、さらに、同月２８日、Ⓕが取締役に就任した（甲１０、乙６８）。 

（カ）上記（イ）の土地建物について、同年６月●日ないし同月●日の各受付で、同月３日売

買を原因として、ａからＩに対する所有権移転登記がされた（乙１７５～１８０）。 

（キ）Ｏは、同年８月２０日、商号を「株式会社Ｏ」に変更し、平成７年２月１８日、資本金

の額を２０００万円、発行済株式の総数を４００株に変更した（乙５５の３、６８）。 

（ク）亡Ｂは、平成１１年１２月２２日、本件貸金業に関し、ａに対して有する４億５８００

万円の債権を放棄した（乙６７）。 

（ケ）Ｏは、平成１４年３月期の法人税の確定申告の際、株主１名が発行済株式４００株の全

部を保有する旨を記載した株主明細書を確定申告書に添付して提出したが、平成１８年３

月期及び平成１９年３月期の各法人税の確定申告の際には、Ｉが３００株、原告甲が６０

株、原告戊が４０株をそれぞれ保有する株主である旨を記載した株主明細書を確定申告書

に添付して提出した（乙６０の４、６５、１７１）。 

イ 検討 

（ア）株式の帰属の認定に当たっては、前記（５）のとおり、その名義のみならず、取得の経

緯、原資の出捐や管理運用による利得収受の状況、名義人と原資出捐者や利得者との関係

等を総合考慮して判断する必要があるというべきである。 

 ところで、前記認定のとおり、亡Ｂは、Ｚの発行済株式総数の８割を保有する株主であ

ったａに対し、本件貸金業に関し、多額の債権を有していたところ、亡Ｂがパチンコ店の

土地建物を購入する旨の契約書をａと作成し、その後、ａ関係者らがＺの取締役等を辞任

して本件貸金業の従業員であるＩが代表取締役となるなどし、上記土地建物についてａか

らＩに対する所有権移転登記がされ、Ｚの商号が本件貸金業の屋号（Ｋ）の一部を含むも

の（株式会社Ｏ）に変更された上、亡Ｂのａ株式会社に対する債権が放棄されていること

等に照らすと、ａ及びａ関係者らが保有していたＯ（Ｚ株式会社）の株式は、本件貸金業

に関し、亡Ｂが取得したものと認めるのが相当である。 

 そして、その後、上記株式が譲渡されたことや、前記認定の増資時に亡Ｂ以外の者によ

って払込みがされたことをうかがわせる事情は認められないから、本件Ｏ株式は、本件相

続の開始時において、その全部が亡Ｂに帰属していたものというべきである。 

（イ）原告らは、Ｚの株主らに対して債権を有していたのは、本件貸金業を亡Ｂから承継した

Ｉであり、本件Ｏ株式は、Ｚの株主らからＩ、原告戊、Ⓖ外１名が譲り受けたものであっ

て、本件Ｏ株主名簿の記載もこれに沿うと主張する。しかしながら、Ｉが本件貸金業を亡

Ｂから承継したとは認められず、本件貸金業の事業主体が本件相続の開始時まで一貫して

亡Ｂであったというべきことは、前記（２）のとおりであるから、ＩがＺの株主らに対し

て債権を有していたとは認められない（なお、前記ア（イ）の土地建物に係る売買契約書

の買主欄には「Ｂ（Ｉ）」と記載され（乙１７３）、上記土地建物については、その後、前



29 

記認定のとおり、Ｉを権利者とする根抵当権設定仮登記及び賃借権設定仮登記がされ、さ

らに、Ｉを所有者とする所有権移転登記がされているが、平成１０年頃以前の本件貸金業

の事業主体が亡Ｂであったことについては当事者間に争いがなく、Ｉが本件貸金業とは無

関係にＺの株主らに対する債権を有していたというべき事情も認められないから、上記各

名義は亡Ｂによって借用されたものというべきであり、これらの名義からＩがＺの株主ら

に対する債権を有していたとも認められない。）。 

 また、原告らは、本件Ｏ株式は、仮に、亡Ｂがその取得費用を出捐していたとしても、

Ｉ、原告戊、Ⓖ外１名に贈与されたと主張するが、本件Ｏ株式が亡Ｂから譲渡されたこと

をうかがわせる事情が認められないことは、上記のとおりである。 

 なお、証拠によれば、本件Ｏ株主名簿には、平成４年５月１０日現在のＯの株主として、

Ｉ（株式数２５０株）、原告戊（同４０株）、Ⓖ（同６０株）及びⒻ（同５０株）が記載さ

れており（甲９別紙５）、遅くとも平成１６年９月９日には同名簿が存在していたこと（甲

３７）が認められるが、同名簿には、Ｏの商号が「株式会社Ｏ」、発行済株式総数が４０

０株、資本の額が２０００万円である旨が記載されており、これは、前記認定の平成４年

５月１０日当時の客観的な商号（「Ｚ株式会社」）、発行済株式総数（２００株）及び資本

の額（１０００万円）と合致しない上（なお、Ｉは、同名簿は同日に作成されたものであ

ると供述している（証人Ｉ）。）、Ｏの事務所のパソコンに保存されていた同日現在の株主

名簿に係るデータには、本件Ｏ株主名簿と同じ様式で、同じ商号、発行済株式総数及び資

本の額が記録されている一方で、株主については、Ｉ（株式数３００株）、原告甲（同６

０株）及び原告戊（同４０株）という同名簿とも矛盾する内容が記録されていること（甲

１０、乙６４の２）等に照らすと、同名簿の記載は、信用することができない。 

 よって、原告らの上記各主張は、いずれも採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件相続の開始時において、本件Ｏ株式は、Ｏの平成１８年３月期の

法人税の確定申告書に添付された株主明細書に記載のとおり、Ｉ、原告甲及び原告戊に帰

属していたと主張する。 

 しかしながら、Ｏの平成１８年３月期の法人税の確定申告は、亡Ｂが前記認定のとおり

入院して会話も筆談もできない状態となった後にされたものであり（乙６０の４）、亡Ｂ

の上記入院以前に同様の記載のある株主明細書が添付されたことがないこと（弁論の全趣

旨）等に照らすと、Ｉ等による偽装の可能性を否定できないというべきであって、Ｏの株

主が上記３名となった経緯について原告らが何ら具体的に主張立証していないこと等を

も併せ考慮すれば、上記株主明細書の記載は信用することはできない。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｏ株式は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件相続の開始時

における本件Ｎ出資の価額は、別紙３順号２６の「被告主張額」欄に記載のとおりであると

認められる。 

（８）本件ｂ貸付金（別紙３順号２７）及び本件ｂ未収入金（別紙３順号３５）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ
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る。 

（ア）亡Ｂは、本件貸金業に関し、ｄ又はその代表取締役であるｆに対し、平成６年２月２４

日に５１億円を貸し付けたほか、平成７年頃、多数回にわたり、数百万円から数億円を貸

し付けていた（乙１９０）。 

（イ）平成７年３月３１日付けで、ｄ、ｆ、Ｉ及びｂ（同年４月●日に設立された株式会社で

あり、Ｉが代表取締役となった。）を契約当事者とし、次の内容を含む本件ｄ約定書が作

成された（甲９別紙８、乙７０）。 

ａ ｄは、その所有するｅゴルフ場の物件を、ゴルフ営業権一切及び什器備品と共にＩに

売り渡し、Ｉはこれを買い受けた（第１条）。 

ｂ 売買代金は、ｄがⒽ株式会社（以下「Ⓗ」という。）に対し同月２８日時点で負担し

ている２１億３５５１万３７５６円の負債分以外に２８億円と定め、Ｉはこれをｄに支

払い、ｄはこれを受領した（第２条）。 

ｃ ｄ及びＩは、ｅゴルフ場の物件について、ｂ設立と同時に、ｂに対する所有権移転登

記手続をする（第３条）。 

ｄ ｆは、同年９月末日までに２８億円を提供して、Ｉからｂの株式一切を買い入れるこ

とができる（第５条）。 

ｅ ｆが、同日までに２８億円を提供してＩにｂの株式一切の買入れの申出をしなかった

ときは、ｆは、その買入権を放棄したものとみなす（第６条）。 

（ウ）ｅゴルフ場の物件について、同年４月●日受付で、同年３月３１日設定を原因とし、権

利者をＩ、債務者をｄとする極度額４０億円の順位２番の根抵当権設定仮登記がされ、さ

らに、同年４月●日受付で、同月１７日売買を原因とし、ｄからｂに対する所有権移転登

記がされた（乙６９の１・２）。 

（エ）同年１１月２日付けで、ｂ及びｄを契約当事者とし、次の内容を含む本件ｂ売買契約書

が作成された（甲９別紙９）。 

ａ ｄは、ｄが経営するｅゴルフ場の建物、設備、什器備品等を、ゴルフ場に関する権利

一切とともに、１５３億１９２１万１０２０円でｂに売却し、ｂは、当該代金支払に代

えて、ｄが負担する次の借入金について債務引受契約をする（第１条）。 

（ａ）Ⓗ ２１億２９７１万１０２０円 

（ｂ）亡Ｂ ２３億円 

（ｃ）預託金返還請求権 １０８億８９５０万円 

ｂ ｄは、ｂに対し、ｅゴルフ場に関し、上記ａ以外に債務がないことを保証し、他の者

から何らかの請求があったときは、責任を持って自ら処理し、ｂに迷惑を掛けない（第

２条）。 

ｃ ｄは、ｅゴルフ場のクラブハウス内の食堂等の経営を委託している株式会社Ⓘを同年

１２月末日までに立ち退かせる（第３条）。 

（オ）ｅゴルフ場の物件について、同年１２月●日受付で、同年１１月２９日設定を原因とし、

権利者を亡Ｂ、債務者をｂとする極度額４０億円の順位３番の根抵当権設定仮登記がされ

た（乙６９の１・２）。 

（カ）ｂは、平成８年９月期の総勘定元帳において、平成７年１１月２日に土地建物及び営業

権等を１５３億１９２１万１０２０円で取得した旨の経理処理を行うとともに、長期借入
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金（亡Ｂからの２３億円及びⒽからの２１億２９７１万１０２０円）及び預かり保証金（１

０８億８９５０万円）をそれぞれ計上し、さらに、同年２月７日から同年９月２６日まで

の間に亡Ｂに対する支払利息合計１億４６３９万５１２５円を普通預金から支払った旨

の経理処理を行った（乙７２）。 

（キ）ｂは、平成１３年９月期から平成１６年９月期までの各法人税の確定申告の際、亡Ｂか

らの短期借入金（平成１６年９月期末現在高３８５０万円）及び長期借入金（同２８億３

２１５万５０５５円）並びに亡Ｂに対する未払金（同１億６５６７万５２４１円。支払利

息の未払分。）を計上した勘定科目内訳明細書を添付していたが、平成１７年９月期から

平成１９年９月期の各法人税の確定申告の際に添付された勘定科目内訳明細書において

は、上記の短期借入金及び長期借入金の借入先は「その他」とされ、未払金の相手先はｇ

等（ただし、平成１７年９月期は、「相手先」欄に「支払利息未払」と記載され、相手先

は記載されていなかった。）とされていた（乙７３の１～７）。 

（ク）ｂは、上記（キ）の短期借入金について、平成１６年９月期末以降、平成１８年３月３

１日までは変動がなく、同日、科目残高合わせとして４８万６９８０円が減額され（残高

３８０１万３０２０円）、その後、本件相続の開始時まで変動がない旨の経理処理をし、

上記（キ）の長期借入金について、平成１６年９月期末以降、平成１７年６月３０日まで

はほぼ毎月返済があり、その後は、同年９月３０日にｇからの未収入金１億６５６５万４

３７０円と対当額で相殺された（残高２６億４９３４万９１６７円）ほかには、本件相続

の開始時まで変動がない旨の経理処理をし、上記（キ）の未払金について、平成１６年９

月期末（残高１億６５６７万５２４１円）以降、本件相続の開始時まで、亡Ｂに対するも

のについては変動がない旨の経理処理をした（乙７４の１～４）。 

（ケ）Ｉは、平成１７年４月２５日付けで、亡Ｂのｂに対する平成１６年９月末日現在の未収

入金残高１億６５６７万５２４１円及び短期貸付金残高３８５０万円の各全額並びに長

期貸付金残高２８億３２１５万５０５５円のうち２３億３２１５万５０５５円を免除す

る旨の亡Ｂ名義の債権放棄通知書を作成し、同年９月３０日、これをｂに送付した（甲９

別紙１０、３４）。 

イ 検討 

（ア）前記認定のとおり、亡Ｂは、ｄ又はその代表取締役であったｆに対し、本件貸金業に関

し、多額の貸付金債権を有していたところ、ｂ及びｄは、ｄが亡Ｂに対して負っていた２

３億円の債務をｂが債務引受けする旨の合意を含む本件ｂ売買契約書を作成しており、ｂ

は、同契約書の内容に沿う経理処理や法人税の申告をしていることからすれば、同契約書

に係る債務等に関するｂの経理処理の内容は、おおむね、事実関係に即した正確なもので

あるということができる（ただし、前記ア（ク）の長期借入金についてｇからの未収入金

１億６５６５万４３７０円と対当額で相殺する処理については、対立する債権がなく法律

上相殺が可能な場合に当たらない上（民法５０５条１項）、ｇにおいて同処理に見合う仕

訳がされていないこと（乙７７）に照らすと、同処理がされた事実はないというべきであ

る。）。 

 そうすると、本件相続の開始時において、亡Ｂは、ｂに対し、前記ア（ク）のとおり、

長期借入金２８億１５００万３５３７円（残高２６億４９３４万９１６７円及び上記相殺

処理に係る１億６５６５万４３７０円の合計額）及び短期借入金３８０１万３０２０円の



32 

合計２８億５３０１万６５５７円の貸付金債権（本件ｂ貸付金）並びに１億６５６７万５

２４１円の未収入金債権（本件ｂ未収入金）を有していたと認めることができる。 

（イ）原告らは、亡Ｂのｄに対する債権は、Ｉに無償譲渡され、本件ｄ約定書により２８億円

の代物弁済としてｂがｅゴルフ場を取得したことにより消滅しており、本件ｂ売買契約書

は預託金返還請求対策のために作成された仮装の文書であると主張し、これに沿うＩの供

述（甲３４、証人Ｉ）もある。 

 しかしながら、Ｉは、平成７年３月３１日付けの本件ｄ約定書によりｄに対する債権が

消滅したことを前提としながら、その後の平成１０年頃に本件貸金業を承継した際に当該

債権を亡Ｂから取得したとしており（証人Ｉ）、債権取得の経緯に関する供述は不自然、

不合理であるといわざるを得ない。また、本件ｂ売買契約書が仮装の文書であるとする点

は、前記認定のとおり、同契約書にクラブハウス内の食堂等の経営を委託していた業者の

立退きという、当時、現実に問題となっており、実質的な効果が期待された事項（弁論の

全趣旨）に関する合意が含まれていることや、同契約書作成後に、ｅゴルフ場の物件につ

いて、亡Ｂを権利者とする極度額４０億円の根抵当権設定仮登記がされていること等に合

致しないというべきである。そして、前記認定事実によれば、本件ｄ約定書が作成された

当時、亡Ｂはｄ又はｆに対して２８億円を上回る額の債権を有していたものと推認され、

仮に同約定書がｅゴルフ場の経営権等をｂに譲渡することにより２８億円の債務を消滅

させる趣旨であったとしても、これによって債務が完済されたとは考え難いこと等をも考

慮すると、Ｉの上記供述は信用することができない。 

 なお、原告らは、既にｅゴルフ場を取得しているｂが、更に２３億円の債務引受けをす

るはずがないなどと主張する。しかしながら、前記認定のとおり、本件ｄ約定書はｆによ

るｅゴルフ場の経営権等の買戻しを予定しており、ｅゴルフ場の物件について、本件ｄ約

定書の作成日付当日の設定を原因として、権利者をＩ、債務者をｄとする極度額４０億円

の根抵当権設定仮登記がされていること等に照らすと、同約定書は、実質的には、本件貸

金業に係るｄに対する貸付金の担保の趣旨で作成されたものであると見るのが合理的で

あり、同約定書により、亡Ｂがｅゴルフ場の経営権等を完全に取得したものということは

できない。また、上記のとおり、亡Ｂのｄ又はｆに対する貸付金は、２８億円を上回って

いたものと推認されるところ、前記認定のとおり、ｂは、Ⓗ等にも多額の債務を負ってお

り、その経営権等の取得のみで貸付金を回収できるとは限らないから、さらに、ｄが亡Ｂ

に対して負っていた債務を明確にし、これをｂに債務引受けさせることにより、亡Ｂがｂ

の他の債権者と対等にｂから貸付金を回収し得るようにすることには合理性があるとい

うべきである。そうすると、本件ｂ売買契約書が、本件ｄ契約書と矛盾し、経済的な合理

性を有しない文書であるということはできない。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、仮に亡Ｂがｂに対して貸付金債権等を有していたとしても、当該債権

は、ｇに譲渡されたというべきであると主張するが、亡Ｂがｂに対する貸付金債権や未収

入金債権をｇに譲渡したことをうかがわせる事情は何ら認められない（この点、前記認定

のとおり、ｂの平成１７年９月期から平成１９年９月期の各法人税の確定申告の際に添付

された勘定科目内訳明細書においては、それまで亡Ｂからのものとされていた借入金の借

入先は「その他」とされ、未払金の相手先はｇ等（平成１７年９月期については相手先の
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記載なし）とされているが、前記認定のとおり、亡Ｂは、平成１７年７月６日に入院して

以降、会話も筆談もできない状態となっていたところ、上記各明細書は、上記入院後に作

成、提出されたものであるから（乙７３の５～７）、Ｉ等による偽装の可能性を否定でき

ず、これをもって上記の債権譲渡があったということはできない。）。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（エ）そして、原告らは、仮にｂ貸付金等が存在し、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属

していたとしても、当該貸付金債権は、同年４月２５日付けの債権放棄通知書により、５

億円を残して債権放棄されていると主張する。 

 しかしながら、前記認定のとおり、ｂに対する債権放棄通知書は、同年９月３０日に送

付されたものであり、その頃に作成されたものと推認されるところ、当時、亡Ｂは、上記

のとおり会話も筆談もできない状態となっており、債権放棄について具体的な意思表示を

することができなかったものと認められるから、これが亡Ｂの意思に基づくものであると

いうことはできない。この点、原告らは、仮に、同日頃の亡Ｂの判断能力に問題があった

としても、債権放棄自体はそれ以前の正常な時に行われており、上記通知書はこれを文書

化したものにすぎないし、少なくとも、常日頃の亡Ｂの意思に合致しているから、債権放

棄は有効であると主張し、これに沿うＩの供述（甲３４、証人Ｉ）もある。しかしながら、

Ｉは、他方で、亡Ｂに相続税対策のために貸付金を残さないよう進言したところその怒り

を買ったとも供述しており（証人Ｉ）、上記供述はこれと矛盾するから、信用することが

できない。そして、他に、亡Ｂが前記認定の入院以前に本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金

に係る債権放棄をし、又はＩによる債権放棄が亡Ｂの意思に合致していたというべき事情

は認められない。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（オ）さらに、原告らは、仮に上記債権放棄がされていないとしても、ｂは、当時、帳簿上は

債務超過でなくても１０８億円以上の預託金債務を抱えており、上記の貸付金及び未収入

金の回収は不可能又は著しく困難であったから、評価通達２０５項が適用され、これらの

価額は０円と評価されるべきであると主張する。 

 しかしながら、債権の「時価」（相続税法２２条）の評価は、相続開始時においてその

回収の見込みがないことが客観的に確実というべき特段の事情がない限り、その額面によ

るのが相当と解されるところ（前記認定の評価通達２０４項、２０５項も、その趣旨を明

らかにしたものと解される。）、ｂは、本件相続の開始時において経営を継続しており、手

形交換所における取引停止処分や、会社更生手続の開始の決定を受けたといった事由は生

じていなかった上（弁論の全趣旨）、Ⓗからの長期借入金の返済（乙７４の１～４）や、

預託金の返還（乙７３の１～７）も進んでいたと認められること（なお、多額の預託金返

還債務を負っているというだけで直ちにゴルフ場を経営する会社の事業経営が破綻して

いるということはできない。）等に照らすと、本件相続の開始時において、その事業経営

が破綻していたということはできず、他に、本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金について回

収の見込みのないことが客観的に確実であったというべき特段の事情があるとは認めら

れない（仮に、当該債権の回収に長期間を要するとしても、そのことから直ちに当該債権

の回収の見込みがないということができないことは明らかである。）。 

 よって、原告の上記主張は採用することができず、本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金に



34 

ついては、額面（元本額と利息額の合計額）により評価するのが相当である。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金は、いずれも、本件相続の開始時におい

て、亡Ｂに帰属しており、本件相続の開始時における本件ｂ貸付金及び本件ｂ未収入金の価

額は、それぞれ別紙３順号２７及び３５の各「被告主張額」欄に記載のとおりであると認め

られる。 

（９）本件ｈ貸付金（別紙３順号２８）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）本件債務引受契約の経緯等 

ａ 亡Ｂは、「Ⓙ」名義で、ｉに対し、いずれも貸付期間を２年間として、平成８年４月

２５日に１０億円、同年６月２５日に３億円をそれぞれ貸し付けた（乙１９１～１９３、

１９９、２００、原告甲本人、弁論の全趣旨）。 

ｂ ｄは、三重県伊賀市内のゴルフ場（以下「Ⓚゴルフ場」という。）を経営していたが、

同年８月２６日、ｉに対し、Ⓚゴルフ場の物件等を２５億３５００万円で売却した（乙

１９４）。 

ｃ ｈ（平成１３年５月１５日までの商号は「Ⓛ株式会社」。当時の代表取締役はｆ。）は、

平成９年６月１日、ｄからⓀゴルフ場の営業権等を買い受けた（乙５８の５、１９５）。 

ｄ ｉ（当時の代表取締役はⓂ）、ｄ及びｈは、同月３０日、有価証券譲渡等契約を締結

し、ｄが、ｉに対してｈの株式を譲渡することにより、同年７月１日、ｄからｉにｈの

実質的経営権を移行することとした（乙１９６）。 

ｅ Ⓚゴルフ場の物件について、平成９年８月●日受付で、同年７月１日売買を原因とし

て、ｄの共有持分全部（１０分の９）をｈに移転する旨の所有権移転登記がされた（乙

８０）。 

ｆ ｉ（当時の代表取締役はⓃ）は、平成１１年８月９日頃、支払期日を契約締結日から

１０年以内（一括返済）、利率を年６％（１年３６５日の日割計算）、遅延損害金を年１

４％（１年３６５日の日割計算）として、原告甲から１３億円を借り受けた旨を記載し

た金銭消費貸借契約書（以下「本件ｉ金銭消費貸借契約書」という。）に記名、押印し

た（乙７９、１９８）。 

ｇ Ⓚゴルフ場の物件について、同年８月●日受付で、債務者をｄとし、根抵当権者をｉ

として設定されていた極度額１５億円の根抵当権設定登記について、同日譲渡を原因と

して、根抵当権者を原告甲とする根抵当権移転の付記登記がされ、同年１１月●日、上

記根抵当権設定登記について、同年８月９日変更を原因として、債務者をｉとする根抵

当権変更の付記登記がされた（乙８０）。 

ｈ 平成１５年１０月３０日、Ｋの従業員であったＬがｈの代表取締役に、亡Ｂ、Ｉ外２

名が取締役に、原告甲が監査役に、それぞれ就任した（乙５８の５）。 

ｉ 亡Ｂ及びｈは、平成１６年１月２２日、債務引受契約書（以下「本件ｈ債務引受書」

という。）を作成し、ｈがｉの亡Ｂに対する債務（上記ｇの根抵当権に係るもの）に関

して元本１０億円及び年６％の金利の完済に至るまでの元利金全部を引き受け、ｉと共
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に履行すべきことを約し、亡Ｂがこれを承諾する旨の契約（以下「本件ｈ債務引受契約」

という。）を締結した（乙８１）。 

ｊ ｈは、平成１６年４月３０日から平成１７年６月３０日までの間、別紙４の「出金額」

欄記載のとおり、合計１０００万円を本件亡Ｂ名義普通預金口座に振り込んだ（乙８２）。 

ｋ ｈは、平成１７年５月期及び平成１８年５月期の決算報告書上、上記ｊの振込金額と

同額をｉからの借入金元本から減額する処理をした（乙１２４の４～６）。 

（イ）ｈの会社更生手続の経緯等 

ａ Ⓚゴルフ場の会員らは、平成２０年９月●日付けで、大阪地方裁判所に対し、ｈにつ

いて、会社更生手続の開始を申し立て、大阪地方裁判所は、同年１０月●日、会社更生

手続を開始する旨の決定をした（乙１８２、１８３）。 

ｂ 原告甲は、平成２１年２月２３日、上記ａの会社更生手続において、大阪地方裁判所

に対し、亡Ｂ及び原告甲自身がそれぞれｈに対する貸付金債権１３億円（本件ｈ債務引

受書記載の元本１０億円を含む。）並びに約定利息金７億９７７３万６９８６円及び上

記ａの決定の日から支払済みまで年１４％の割合による遅延損害金の支払請求権（連帯

債権）を有していたとして、これらを更生債権として届け出た（甲９別紙１１、１９、

乙１８３）。 

ｃ ｈ管財人は、その後、上記ｂの各債権のうち亡Ｂ及び原告甲それぞれのｈに対する貸

付金債権１３億円及び約定利息金７億９７７３万６９８６円の支払請求権について、い

ずれも更生債権と認めない旨の通知をした（甲９別紙１１）。 

ｄ 原告甲は、同年６月８日、大阪地方裁判所に対し、上記ｂの各債権について、会社更

生法１５１条１項に基づく更生債権査定の申立てをした（乙１８４）。 

ｅ 大阪地方裁判所は、平成２２年３月●日、原告甲が届け出た亡Ｂ及び原告甲それぞれ

のｈに対する貸付金債権１３億円及び約定利息金７億９７７３万６９８６円について、

いずれも査定額を０円とする決定（以下「別件更生債権査定決定」という。）をした（甲

１９）。 

ｆ 大阪地方裁判所は、同月●日、ｈについて、更生計画認可決定をした（乙１８５）。 

ｇ 原告甲は、同年４月２６日付けで、大阪地方裁判所に対し、別件更生債権査定決定に

ついて、会社更生法１５２条１項に基づく異議の訴え（以下「別件異議の訴え」という。）

を提起した（乙１８３）。 

ｈ ｈは、同年５月１２日付けで、ｈの監査役及び代表取締役であった原告甲並びに取締

役であったＩ及びⓃに対し、委任契約上の善管注意義務違反等を理由とする損害賠償請

求訴訟（以下「別件損害賠償請求訴訟」という。）を提起した（乙１８６）。 

ｉ 大阪地方裁判所は、同年１１月●日、別件異議の訴えにつき、上記ｂの各債権は平成

２１年１月２２日の経過によって時効消滅したなどと判示して別件更生債権査定決定

を認可する判決をした（甲２０）。 

ｊ 原告甲は、平成２２年１２月１４日、上記ｉの判決について控訴をしたが、本件訴訟

提起後の平成２４年２月●日、別件損害賠償請求訴訟において成立した裁判上の和解に

基づき、上記控訴を取り下げ、上記ｉの判決は確定した（甲２１、乙１８７、１８８）。 

イ 検討 

（ア）前記認定のとおり、亡Ｂは、平成８年に合計１３億円をｉに貸し付けており、ｉは、平
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成１１年８月●日頃、原告甲から１３億円を借り受けた旨を記載した本件ｉ金銭消費貸借

契約書を作成し、Ⓚゴルフ場の物件に設定された極度額１５億円の根抵当権について、同

日譲渡を原因として根抵当権者を原告甲とする根抵当権移転及び同日変更を原因として

債務者をｉとする根抵当権変更の各付記登記がされていたところ、亡Ｂ及びｈは、平成１

６年１月２２日、ｈがｉの亡Ｂに対する債務（上記根抵当権に係る債務）に関して元本１

０億円及び年６％の利息について重畳的に債務引受けをする旨の本件ｈ債務引受契約を

締結しているのであって、これらの事実によれば、亡Ｂは、ｉに対して１３億円を貸し付

け、その後、当該貸付金を担保するため、原告甲名義で根抵当権を取得するなどした上、

平成１６年１月２２日、上記１３億円のうち１０億円及びこれに対する平成１１年８月９

日から支払済みまで年６分の利息について、ｈに重畳的債務引受けをさせたものと認める

ことができる。 

 そして、前記認定のとおり、ｈは、亡Ｂに対し、平成１６年４月３０日から平成１７年

６月３０日までの間、別紙４のとおり合計１０００万円を支払い、これに応じて、同額を

ｉからの借入金元本から減額する経理処理を行っていることからすれば、上記１０００万

円は、亡Ｂのｈに対する上記債権の元本に充当されたものと見るのが合理的である。 

 そうすると、本件相続の開始時において、亡Ｂは、ｈに対し、別紙４のとおり、元本９

億９０００万円及び利息４億４２９９万０３４９円の合計１４億３２９９万０３４９円

の貸付金債権（本件ｈ貸付金）を有していたと認めることができる。 

（イ）原告らは、本件ｉ金銭消費貸借契約書は、ｉのみが記名、押印し、貸主も原告甲とされ

ているなど不自然なものである上、帳簿書類等にも記録が一切ないのであるから、亡Ｂが

ｉに上記契約書に係る１３億円を貸し付けた事実は存在しないなどと主張する。 

 しかしながら、亡Ｂが平成８年にｉに対して合計１３億円を貸し付けたことは前記認定

のとおりであり（これについては、契約書（乙１９１、１９２）が存在し、本件貸金業の

帳簿書類（乙１９３）上も記録がされている。）、これが返済されたことをうかがわせる事

情は認められないところ、前記認定のとおり、ｉは、平成１１年８月●日頃、これと同額

の１３億円を原告甲から借り受けた旨を記載した本件ｉ金銭消費貸借契約書を作成し、こ

れを担保する根抵当権設定付記登記がされているのであって、前記認定のとおり、原告甲

が、本件貸金業の従業員にすぎず、１３億円もの資金を独自に調達し得たとは考え難いこ

と等をも考慮すると、上記契約書は、亡Ｂが平成８年にｉに貸し付けた１３億円に関し、

原告甲の名義を借用して作成されたものと認めるのが相当である。そうすると、亡Ｂは、

ｉに対して上記契約書に係る１３億円の貸付金債権を有していたものと認められ、原告ら

の上記主張は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件ｈ債務引受契約の契約書とされる書面は、引受金額が１３億円で

はなく１０億円とされており、３億円の違いが生ずる理由は明らかでない上、契約書の原

本も存在しないなど、信用することができないものであり、ｈの帳簿書類上も記録がない

のであるから、本件ｈ債務引受契約は存在しないなどと主張する。 

 しかしながら、債務の一部のみについて第三者が重畳的債務引受けをしたからといって

直ちに不合理ということはできず、本件ｈ債務引受契約の契約書（乙８１）の内容に不自

然な点があるともいえないところ、ｈは、前記認定のとおり、本件ｈ債務引受契約に基づ

いて合計１０００万円を亡Ｂに弁済していること、原告らは、本件各処分に係る異議申立
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て及び審査請求の際に、亡Ｂのｈに対する貸付金の存在を認めていたこと（甲５、９）、

Ｉも、別件訴訟の尋問の際、亡Ｂからｉに代わってｈを営業してｉに対する債権を回収す

るよう指示された旨を供述していること（乙２００）等に照らすと、上記契約書は十分に

信用することができ、本件ｈ債務引受契約の存在を認めることができる。 

 この点、原告らは、上記１０００万円は、ｈの代表取締役になっていたＬが勝手に振り

込んだものである（Ｉ及び原告甲は、ｈ管財人から、資金の不正流出につき別件損害賠償

請求訴訟において責任を問われ、和解により上記１０００万円を含む３１６２万円を支払

っている）から、本件ｈ債務引受契約に基づく弁済ではないと主張し、これに沿うＩの供

述（証人Ｉ）もあるが、上記１０００万円の送金について、ｈがｉからの借入金元本から

減額する経理処理を行っていることは上記のとおりである上、証拠（甲２１）によれば、

別件損害賠償請求訴訟において亡Ｂに対する上記１０００万円の送金についての責任は

追及されておらず、和解の対象にもなっていなかったと認められること等に照らすと、Ｉ

の上記供述は信用することができない。 

 以上によれば、原告らの上記主張は採用することができない（なお、前記認定事実によ

れば、本件ｈ債務引受契約は、ｈとその取締役であった亡Ｂとの間の取引（いわゆる直接

取引）に当たるというべきところ、当該取引についてｈの取締役会の承認（平成１７年法

律第８７号による改正前の商法２６５条１項前段、会社法の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律９３条、会社法３５６条１項２号、３６５条１項）があったと認めるに足り

る証拠はない。しかしながら、上記承認を欠く直接取引は、絶対的に無効となるものでは

なく、当該取締役がその無効を主張することは許されないと解すべきであるから（最高裁

昭和４８年１２月１１日第三小法廷判決・民集２７巻１１号１５２９頁参照）、当該会社

から無効の主張がされない限りは有効なものとして取り扱われるというべきであり、課税

処分の時点において当該主張がない限り、当該取引を前提とする課税処分に瑕疵はない

（課税処分後に当該主張がされた場合も、原則として、国税通則法に基づく更正の請求に

基づく課税庁の第一次的判断権の行使を待つべきであり、抗告訴訟においてこれを課税処

分の瑕疵として主張することはできない）と解するのが相当である。そうであるところ、

本件各処分の時点においてｈが本件ｈ債務引受契約の無効を主張していたとは認められ

ないから、仮に上記契約について上記承諾が必要であるとしても、原告らが当該契約の無

効を前提とする主張をすることはできないというべきである。）。 

（エ）また、原告らは、仮に当該債権が存在したとしても、当該債権については消滅時効が完

成しており、時効消滅の効果は遡及するから、いずれにしても、本件相続の開始時におい

て、本件ｈ貸付金は、亡Ｂに帰属していなかったと主張する。 

 しかしながら、本件ｈ貸付金が、別件異議の訴えに係る確定判決が判示するとおり平成

２１年１月２２日の経過により時効消滅したとしても、本件相続の開始時には上記消滅時

効は完成しておらず、また、ｈ管財人は、平成２２年７月６日、別件異議の訴えの口頭弁

論期日において上記時効を援用しているのであるから（甲２０）、本件各処分の時点にお

いても、消滅時効の効果は確定的に生じていなかったものということができる。そうする

と、その後の時効完成、援用によって本件ｈ貸付金が後発的・遡及的に消滅したとしても、

これによって、本件相続の開始時に亡Ｂに帰属していたことが否定されるものではなく、

本件各処分の適法性が影響を受けるものでもないというべきである。 
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 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（オ）さらに、原告らは、ｈの事業経営は平成１３年５月以前に破綻し、会員からの預託金返

還請求訴訟も多発していたのであって、平成１７年６月９日には、別会社に全ての業務が

委託されているから、仮に本件ｈ貸付金が本件相続の開始時において亡Ｂに帰属していた

としても、当時、同貸付金は全く無価値であったと評価すべきであると主張する。 

 しかしながら、債権の「時価」（相続税法２２条）の評価は、相続開始時においてその

回収の見込みがないことが客観的に確実というべき特段の事情がない限り、その額面によ

るのが相当と解されることは、前記（８）のとおりであるところ、ｈは、本件相続の開始

時において経営を継続しており、手形交換所における取引停止処分や、会社更生手続の開

始の決定を受けたといった事由は生じていなかった上（弁論の全趣旨）、平成１６年５月

期から平成１９年５月期まで当期純利益を計上し、長期借入金に係る利息を継続的に支払

うなどしていること（乙１２４の４～７）等に照らすと、本件相続の開始時において、そ

の事業経営が破綻していたということはできず（なお、多額の預託金返還債務を負ってい

るというだけで直ちにゴルフ場を経営する会社の事業経営が破綻しているということは

できない。）、他に、本件ｈ貸付金について回収の見込みのないことが客観的に確実であっ

たというべき特段の事情があるとは認められない。なお、前記認定のとおり、大阪地方裁

判所は、Ⓚゴルフ場の会員らの申立てにより、平成２０年１０月●日、ｈについて、会社

更生手続を開始する旨の決定をしており、上記申立ては、Ｙの申立てにより同年６月１６

日にⓀゴルフ場の物件について担保不動産競売手続開始決定がされたことを直接の契機

とするものと認められるところ（乙１８５）、同決定は、本件相続の開始から約１年６か

月後にされたものであるから、同決定やその後の会社更生手続を開始する旨の決定をもっ

て、本件相続の開始時において、ｈの事業経営が破綻していたということはできない。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができず、本件ｈ貸付金については、額面

（元本額と利息額の合計額）により評価するのが相当である。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件ｈ貸付金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属しており、本件

相続の開始時における本件ｈ貸付金の価額は、別紙３順号２８の「被告主張額」欄に記載の

とおりであると認められる。 

（10）本件Ｐ貸付金（別紙３順号２９）及び本件Ｎ貸付金（別紙３順号３０）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）原告甲は、平成１７年９月２２日、本件亡Ｂ名義普通預金口座から１億１８２０万６０

００円を出金し、同額を亡Ｂ名義でＰ名義の普通預金口座（以下「本件Ｐ名義普通預金口

座」という。）に振り込むとともに、同日、亡Ｂ名義のⓄ産業組合本店営業部普通預金口

座（別紙３順号３８）から１億３９００万円を出金し、同額を亡Ｂ名義で本件Ｐ名義普通

預金口座に振り込んだ（乙８４～８７）。 

（イ）Ｐは、上記（ア）の振込金合計２億５７２０万６０００円を亡Ｂからの長期借入金とし

て経理処理した（乙８８）。 

（ウ）原告甲は、同月３０日付けで、亡ＢのＰに対する合計２億５７２０万６０００円の貸付
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金債権を放棄するとともに、亡ＢがＮに対して同年３月末日付けで有する５億７０５４万

５５６４円の債権をＰに無償で譲渡する旨が記載された債権放棄通知書を作成し、同年１

０月１１日、これをＰに送付した（乙９０）。 

（エ）Ｐは、同年９月３０日に亡Ｂから債務免除を受けたとして亡Ｂからの長期借入金２億５

７２０万６０００円を減額するとともに、同日に亡ＢからＮに対する債権を譲り受けたと

して亡Ｂからの受贈益５億７０５４万５５６４円を計上した上で、Ｎからの借入金５億７

０５４万５５６４円と相殺する経理処理をした（乙８８）。 

（オ）Ｎは、同日、同日現在の亡Ｂからの借入金３億６３１８万６９５６円及び亡Ｂへの未払

金２億０７３５万８６０８円の合計５億７０５４万５５６４円について、いずれも債権の

無償譲渡を理由にＰからの借入金とする振替をした上で、Ｐへの貸付金５億７０５４万５

５６４円と相殺する経理処理をした（乙８９）。 

イ 検討 

（ア）前記認定のとおり、Ｐは、平成１７年９月２２日、亡Ｂに帰属する預金口座から出金さ

れた合計２億５７２０万６０００円を受領し、これを亡Ｂからの長期借入金として経理処

理しているのであるから、亡Ｂは、同日当時、Ｐに対し、同額の貸付金債権を有していた

と認められ（なお、後記（イ）によれば、上記出金等は亡Ｂの意思に基づかないものであ

る可能性が高いが、仮にそのような事情があったとしても、亡Ｂは、Ｐに対して同額の不

当利得返還請求権を取得したというべきである。）、その後、これが弁済等によって消滅す

るなどしたというべき事情は認められない。また、前記認定事実によれば、Ｎは、同月３

０日現在で、亡Ｂに対し、借入金３億６３１８万６９５６円及び未払金２億０７３５万８

６０８円の合計５億７０５４万５５６４円の債務を負っていた旨の経理処理をしており、

これが偽装等であるというべき事情は認められないから、亡Ｂは、同日当時、Ｎに対し、

同額の貸付金債権を有していたと認められ、その後、これが弁済等によって消滅するなど

したというべき事情は認められない。 

 そうすると、本件相続の開始時において、亡Ｂは、Ｐに対する２億５７２０万６０００

円の貸付金債権（本件Ｐ貸付金）及びＮに対する５億７０５４万５５６４円の貸付金債権

（本件Ｎ貸付金）を有していたと認めることができる。 

（イ）原告らは、前記ア（ウ）の債権放棄通知書により、本件Ｐ貸付金は放棄され、Ｎ貸付金

は亡ＢからＰに無償譲渡されたから、本件相続の開始時においては、いずれも亡Ｂに帰属

していなかったと主張する。 

 しかしながら、前記認定のとおり、上記債権放棄通知書は、亡Ｂが入院した後の同年１

０月１１日に送付されたものであり、その頃に作成されたものと推認されるところ、当時、

亡Ｂは、会話も筆談もできない状態となっており、債権放棄や債権の無償譲渡について具

体的な意思表示をすることができなかったものと認められる上、原告らの主張を前提とし

ても、原告甲らは上記債権放棄通知書の作成、送付について具体的に亡Ｂの意思を確認し

ていないというのであるから、これが亡Ｂの意思に基づくものであるということはできな

い（なお、原告甲は、上記債権放棄通知書については亡Ｂの意思を確認したと供述するが

（甲３２、原告甲本人）、同供述は、曖昧であり、信用することができない。）。この点、

原告らは、作成日や発出日に具体的な意思表示がなかったとしても、全てを亡Ｂから任さ

れていた原告甲らが亡Ｂの日頃の意思に従って上記債権放棄通知書を送付したのである
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から、意思表示は有効というべきであると主張するが、債権放棄を行うことが亡Ｂの意思

に合致していると認められないことは、前記（８）のとおりであり、原告甲らが亡Ｂから

債権放棄等についての権限を与えられていたことをうかがわせる事情も認められないか

ら、同主張は前提を欠くというべきである。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｐ貸付金及び本件Ｎ貸付金は、いずれも、本件相続の開始時において、

亡Ｂに帰属していたと認めるのが相当である。そして、前記認定の債権額のほか、証拠（乙

１１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件相続の開始時における本件Ｐ貸付金及び本件Ｎ貸

付金の価額は、それぞれ別紙３順号２９及び３０の各「被告主張額」欄に記載のとおりであ

ると認められる。 

（11）本件Ｓ手形債権（別紙３順号３１）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）ＩとＳは、平成１４年５月２１日付けで、ＩがＳに対してｊ等に対する貸付金債権元本

等を３億円で売却する契約を締結し、上記債権の対価として、Ｓが振り出す３億円の約束

手形を受領した（乙９１、弁論の全趣旨）。 

（イ）本件貸金業に係る貸付元帳には、同月３１日にＳに対して３億円の手形貸付けをした旨

の記載がある（乙９２）。 

（ウ）Ｉは、平成１７年３月１日、上記（ア）の約束手形のうち同日現在で取立未了の元本２

億９０００万円について、同年４月から平成２０年９月までの毎月２５日に支払期日の到

来する元本及び利息をそれぞれ記載した約束手形８４枚を受領した（乙９３）。 

（エ）Ｓは、平成１８年９月２５日、上記（ウ）の元本について４０００万円を臨時返済し、

Ｉは、上記（ウ）の約束手形の一部の差替え及び取戻しにより、約束手形（平成２０年４

月２５日に支払期日の到来する元本を記載したもの及び平成１８年１０月から平成２０

年４月までの毎月２５日に支払期日の到来する利息を記載したもの）２０枚を受領した

（乙９４）。 

（オ）上記（エ）の約束手形に係る平成１８年１２月２５日現在の残元本８９００万円であっ

た（乙９４）。 

イ 検討 

（ア）前記認定のとおり、Ｉは、Ｓとの間で、ＩがＳに貸付金債権を３億円で売る契約をし、

Ｓが振り出した同額の約束手形を受領しているが、本件貸金業に係る貸付元帳には、上記

約束手形に係る記載があるから、Ｓへの上記債権譲渡は、本件貸金業の事業の一環として

されたものと認められる。そして、前記（２）のとおり、本件貸金業の事業主体は、亡Ｂ

であったと認められるから、Ｓに貸付金債権等を売り、その振り出した約束手形を取得し

たのは、実質的には、亡Ｂであるというべきである。 

（イ）原告らは、上記約束手形は、亡Ｂから本件貸金業を承継したＩがｆに対する本件貸金業

の貸付金を回収するために受け取ったものであるから、Ｉの財産であり、本件Ｓ手形債権

は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していなかったと主張する。しかしながら、
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Ｉが平成１０年頃に本件貸金業を亡Ｂから承継したとは認められず、本件貸金業の事業主

体が本件相続の開始時まで一貫して亡Ｂであったというべきことは、前記（２）のとおり

である。よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、本件Ｓ手形債権は、大阪国税局の調査担当者が作成した確認書におい

て、Ｉに贈与されたことが確認されていると主張する。しかしながら、上記確認書は、Ｉ

又は原告甲が、本件係争財産の一部について、亡Ｂから贈与を受けたものと認識している

旨を大阪国税局長宛てに申し出るものにすぎず、調査担当者がその文案を作成したからと

いって、そのことから、本件Ｓ手形債権が亡ＢからＩに贈与されたということができない

ことは、前記（３）のとおりである。そして、他に、亡ＢがＩに対して本件Ｓ手形債権を

贈与したことをうかがわせる事情は認められない。よって、原告らの上記主張は、採用す

ることができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｓ手形債権は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認

めるのが相当である。そして、前記認定の債権額のほか、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣

旨によれば、本件相続の開始時における本件Ｓ手形債権の価額は、別紙３順号３１の「被告

主張額」欄に記載のとおりであると認められる。 

（12）本件甲債権（別紙３順号３２）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）原告甲は、平成１７年１０月から平成１８年１２月までの間、本件甲名義預金（Ｔ銀行）

に係る預金口座から、別紙５のとおり（ただし、平成１７年１０月４日の１０００万円及

び平成１８年１月２７日の５７９万５９３０円を除く。）、合計２億６７６０万４３７５円

を出金した（乙９５）。 

（イ）原告甲は、平成１７年１０月４日及び平成１８年１月２７日、本件甲名義預金（Ｒ信用

金庫）に係る預金口座から、別紙５のとおり、合計１５７９万５９３０円を出金した（乙

９６）。 

（ウ）原告甲は、上記（ア）の出金のうち平成１７年１２月１６日の５０００万円を、同日、

Ⓟ銀行大阪支店の原告甲名義の預金口座に入金し、平成１８年２月１３日、同口座の預金

と併せて合計５１５７万５０００円を引き出し、同月１４日、同額を原告甲名義のｔ証券

阿倍野支店の証券総合取引口座に入金した上、同月２７日、投資信託（別紙３順号４４）

を購入した（乙９７～９９）。 

（エ）原告甲は、上記（ア）の出金のうち平成１８年３月３０日の１０００万１６９２円から

２９万９５８０円を除いた９７０万２１１２円を、同日、原告甲名義の上記（ウ）の証券

総合取引口座に入金した上、同月３１日、Ⓠ債（●●、別紙３順号２２）を購入し、上記

（ア）の出金のうち同年７月１８日の９８４万円を含む合計９８４万０５２５円を、同口

座に入金した上、同月１９日、Ⓡ債（●●、別紙３順号２３）を購入し、上記（ア）の出

金のうち平成１８年１２月５日に出金した９６４万２９６８円を含む合計９６４万３４

９３円を同口座に入金した上、同日、Ⓢ債（●●、別紙３順号２４）を購入した（乙９９）。 

（オ）原告甲は、上記（イ）のとおり平成１７年１０月４日に１０００万円を出金し、同日、
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当該１０００万円を含む合計１９００万円をⓅ銀行から大韓民国のⓉ銀行宛に親族への

送金を送金目的として国外送金した（乙１００）。 

イ 検討 

（ア）前記（４）のとおり、本件各甲名義預金に係る預金口座は亡Ｂに帰属すると認められる

ところ、原告甲は、前記認定のとおり、平成１７年１０月から平成１８年１２月までの間、

同預金口座から合計２億８３４０万０３０５円を出金し、これを自己の投資信託等の購入

や国外の親族に対する送金に当てて、同額の利益を得たものである。そして、亡Ｂは、前

記認定のとおり、平成１７年７月６日に入院して以降、会話も筆談もできない状態となっ

ており、財産の処分について具体的な意思表示をすることができなかったものと認められ

るから、原告甲による上記各出金は、いずれも亡Ｂに無断で行われたものと認めることが

できる。そうすると、原告甲は、法律上の原因なく上記金額の利得を受け、その反面、亡

Ｂは同額の損失を被ったものといえ、かつ、原告甲は、上記のとおり法律上の原因がない

ことにつき悪意であったというべきである。 

 よって、亡Ｂは、本件相続の開始時において、原告甲に対し、別紙５のとおり、上記金

額の不当利得返還請求権及びこれに対する民法所定の年５分の割合による利息請求権を

有していたと認められる。 

（イ）原告らは、仮に、本件各甲名義預金に係る口座が亡Ｂに帰属するとしても、上記各出金

分については、原告甲に贈与されたものと認定すべきであると主張するが、上記各出金の

当時、亡Ｂが財産の処分について具体的な意思表示をすることができなかったものと認め

られることは前記のとおりであり、上記入院以前に亡Ｂが上記各出金について承諾するな

どしていたことをうかがわせる事情も何ら認められない。 

 よって、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件甲債権は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、上記債権額のほか、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣旨によれば、

本件相続の開始時における本件甲債権の価額は、別紙３順号３２の「被告主張額」欄に記載

のとおりであると認められる。 

（13）本件Ｉ債権（別紙３順号３３）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）Ｉは、平成１６年７月２２日に満期日を平成１７年７月２２日として５９９７万０８３

８円の定期預金契約により開設された亡Ｂ名義のⓊ信用組合生野支店定期預金口座（以下

「本件亡Ｂ名義定期預金口座」という。）を、同月１３日に解約し、同日、その解約返戻

金５９９８万７２１７円（預金利息を含む。）を原告戊名義の定期預金とした（乙１０１

～１０４）。 

（イ）Ｉは、平成１８年１０月３日、本件亡Ｂ名義普通預金口座から１億円を出金し、同日、

そのうち５０００万円をＰ名義の当座預金口座に入金し、残りの５０００万円をＮ名義の

当座預金口座に入金した（乙１０５～１０８）。 

（ウ）Ｐは、平成１９年３月期に係る法人税の確定申告書に添付した決算報告書において、Ｉ
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からの長期借入金５０００万円を計上し、Ｎは、同年９月期に係る法人税の確定申告書に

添付した決算報告書において、Ｉからの長期借入金５０００万円を計上した（乙６２、１

０９）。 

イ 検討 

（ア）本件亡Ｂ名義普通預金口座は、前記（４）のとおり、亡Ｂに帰属すると認められ、弁論

の全趣旨によれば、本件亡Ｂ名義定期預金も亡Ｂに帰属すると認められるところ、Ｉは、

前記認定のとおり、平成１７年７月１３日に本件亡Ｂ名義定期預金口座を解約してその解

約返戻金５９９８万７２１７円を妻である原告戊名義の定期預金とし、平成１８年１０月

３日に本件亡Ｂ名義普通口座から出金した１億円をＰ及びＮに貸し付けて、これらの合計

１億５９９８万７２１７円の利益を得たものである。そして、亡Ｂは、前記認定のとおり、

平成１７年７月６日に入院して以降、会話も筆談もできない状態となっており、財産の処

分について具体的な意思表示をすることができなかったものと認められるから、Ｉによる

上記の解約及び出金は、いずれも亡Ｂに無断で行われたものと認めることができる。そう

すると、Ｉは、法律上の原因なく上記金額の利得を受け、その反面、亡Ｂは同額の損失を

被ったものといえ、かつ、Ｉは、上記のとおり法律上の原因がないことにつき悪意であっ

たというべきである。 

 よって、亡Ｂは、本件相続の開始時において、Ｉに対し、別紙６のとおり、上記金額の

不当利得返還請求権及びこれに対する民法所定の年５分の割合による利息請求権を有し

ていたと認められる。 

（イ）原告らは、本件亡Ｂ名義定期預金口座についてはＩが亡Ｂから使用を許されていたから、

その贈与を受けたものというべきであるし、本件亡Ｂ名義普通預金口座についてはＩが本

件貸金業を承継したことによりＩが引き継いだものというべきであって、いずれもＩに帰

属するから、上記解約返戻金及び出金に係る現金について亡ＢがＩに対して不当利得返還

請求権を取得することはないと主張する。しかしながら、Ｉが平成１０年頃に本件貸金業

を亡Ｂから承継したとは認められず、本件貸金業の事業主体が本件相続の開始時まで一貫

して亡Ｂであったというべきことは、前記（２）のとおりであって、他に、Ｉが、亡Ｂか

ら、本件亡Ｂ名義普通預金口座及び本件亡Ｂ名義定期預金口座に係る預金債権の贈与を受

けるなどしたことをうかがわせる事情も認められない（なお、原告らは、上記解約及び出

金は亡Ｂが入院後にＩに対してした指示に基づくものであるとも主張するが、上記の解約

及び出金の当時、亡Ｂが財産の処分について具体的な意思表示をすることができなかった

ものと認められることは前記のとおりである。）。よって、原告らの上記主張は、採用する

ことができない。 

（ウ）また、原告らは、本件亡Ｂ名義定期預金の解約返戻金及び本件亡Ｂ名義普通預金からの

出金に係る現金ついては、相続税法基本通達９－９及び名義変更取消通達により、Ｉ又は

原告戊が利益を受けた時点で贈与がされたものとして取り扱うべきであるとも主張する。

しかしながら、前記（１）のとおり、贈与の実質がないにもかかわらず他人名義による財

産の取得行為があったというだけで上記各通達により贈与があったものと取り扱うこと

は許されないというべきところ、亡Ｂが上記の解約返戻金や出金に係る現金を原告Ｂに贈

与したとは認められないことは、前記（イ）のとおりである。よって、原告らの上記主張

は、採用することができない。 
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（エ）さらに、原告らは、上記の解約返戻金及び出金に係る現金は、大阪国税局の調査担当者

が作成した確認書において、Ｉに贈与されたことが確認されていると主張する。しかしな

がら、上記確認書は、Ｉ又は原告甲が、本件係争財産の一部について、亡Ｂから贈与を受

けたものと認識している旨を大阪国税局長宛てに申し出るものにすぎず、調査担当者がそ

の文案を作成したからといって、そのことから、上記の解約返戻金及び出金に係る現金が

亡ＢからＩに贈与されたということができないことは、前記（３）のとおりである。よっ

て、原告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｉ債権は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認める

のが相当である。そして、上記債権額のほか、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣旨によれば、

本件相続の開始時における本件Ｉ債権の価額は、別紙３順号３３の「被告主張額」欄に記載

のとおりであると認められる。 

（14）本件Ｉ預け金（別紙３順号３４）について 

ア 認定事実 

 前記前提となる事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められ

る。 

（ア）Ｎは、平成１７年８月から平成１８年１２月までの間、亡Ｂの平成１７年７月分から平

成１８年１１月分までの役員報酬として、合計２６９１万０９００円を支出した（乙５９

の５・６、１１１）。 

（イ）Ｏは、平成１７年８月から平成１８年１２月までの間、亡Ｂの平成１７年７月分から平

成１８年１１月分までの役員報酬として、合計１１３３万５６００円を支出した（乙６０

の４、１１２）。 

（ウ）Ｐは、平成１７年８月から平成１８年１２月までの間、亡Ｂの平成１７年７月分から平

成１８年１１月分までの役員報酬として、合計１７７２万５９００円を支出した（乙６１

の６、１１３）。 

（エ）Ｉは、平成１７年８月から平成１８年１２月までの間、亡Ｂの上記（ア）～（ウ）の役

員報酬を全て受領し、平成１７年９月２９日から平成１８年１２月３日までの間に、その

一部である合計１９０３万４３００円を、入院中の亡Ｂに付き添っていたｍに交付した

（甲１０、乙１９、７６、１１０）。 

イ 検討 

（ア）前記認定のとおり、Ｉは、平成１７年８月から平成１８年１２月までの間に亡Ｂが受け

取るべきＮ、Ｏ及びＰからの役員報酬合計５５９７万２４００円を預かり、そのうち１９

０３万４３００円を入院中の亡Ｂに付き添っていたｍに渡したものの、残りの３６９３万

８１００円を亡Ｂに渡していない。そうすると、亡Ｂは、本件相続の開始時において、Ｉ

に対し、同額の預け金を有していたものというべきである。 

（イ）原告らは、亡Ｂに支払うべき役員報酬は、全てＩからｍに交付されており（役員報酬に

ついては、利益がなければ支給できないし株主総会決議も必要であって、帳簿に記載があ

るからといってその全額が実際に支払われたものではない。）、本件Ｉ預け金は存在しない

と主張する。しかしながら、Ｎ、Ｏ及びＰが平成１７年８月から平成１８年１２月までの

間に亡Ｂに支給した役員報酬の金額は、給与支払明細書（乙１１１～１１３）に記載され、
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これは、Ｎの平成１８年９月期並びにＯ及びＰの平成１８年３月期の各法人税の確定申告

書に添付された役員報酬等の内訳書（乙５９の５・６、６０の４、６１の６）の記載とも

合致するところ、これらの記載があるにもかかわらず、現実にはこれらの役員報酬が支給

されていないことをうかがわせる事情は何ら認められない。そして、Ｉが、大阪国税局の

調査担当者に対し、本件Ｉ預け金の存在を前提に、亡Ｂからその贈与を受けたものと認識

している旨を申し出ていること（甲１０、３５の１・２、弁論の全趣旨）等をも考慮すれ

ば、本件Ｉ預け金の存在は優に認められるというべきである。よって、原告らの上記主張

は、採用することができない。 

（ウ）また、原告らは、仮に、本件Ｉ預け金が存在するとしても、これについては、大阪国税

局の調査担当者が作成した確認書において、Ｉに贈与されたことが確認されていると主張

する。しかしながら、上記確認書は、Ｉ又は原告甲が、本件係争財産の一部について、亡

Ｂから贈与を受けたものと認識している旨を大阪国税局長宛てに申し出るものにすぎず、

調査担当者がその文案を作成したからといって、そのことから、本件Ｉ預け金が亡Ｂから

Ｉに贈与されたということができないことは、前記（３）のとおりである。そして、他に、

亡ＢがＩに対して本件Ｉ預け金を贈与したことをうかがわせる事情は認められない（亡Ｂ

は、前記認定のとおり、平成１７年７月６日に入院して以降、会話も筆談もできない状態

となっており、財産の処分について具体的な意思表示をすることができなかったものと認

められるから、本件Ｉ預け金の贈与が可能であったということもできない。）。よって、原

告らの上記主張は、採用することができない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件Ｉ預け金は、本件相続の開始時において、亡Ｂに帰属していたと認め

るのが相当である。そして、上記預け金額のほか、証拠（乙１１４）及び弁論の全趣旨によ

れば、本件相続の開始時における本件Ｉ預け金の価額は、別紙３順号３４の「被告主張額」

欄に記載のとおりであると認められる。 

２ 争点②（重加算税の賦課要件）について 

（１）重加算税を課するためには、納税者のした過少申告行為自体とは別に、隠ぺい、仮装と評価

すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がされたことを要するが、納税者が、当初から

過少申告を意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づ

く過少申告をしたような場合には、上記賦課要件が満たされるものと解するのが相当である。 

（２）これを本件について見ると、前記１のとおり、①本件各甲名義預金（別紙３順号１９、２０）、

本件Ｖ株式（別紙３順号２１）及び本件甲債権（別紙３順号３２）は、いずれも本件相続の開

始時において亡Ｂに帰属し、また、②本件Ｐ貸付金（別紙３順号２９）及び本件Ｎ貸付金（別

紙３順号３０）について有効な債権放棄や債権譲渡がされたことはなかったと認められるとこ

ろ、前記認定事実及び弁論の全趣旨によれば、原告甲は、これらの事実を認識しつつ、過少申

告をする意図の下、財産の名義が原告甲とされているため亡Ｂに帰属することが判明しにくい

状態であることを利用し（上記①）、又は亡Ｂに無断で債権放棄通知書を作成、送付して債権

放棄や債権譲渡があったかのような外観を作出した上で（上記②）、Ｘ会計士に対し、上記各

財産の存在を秘匿し、よって、これらを相続財産から除外する過少な申告を記載した申告書を

作成、提出させたものということができる。 

 そうすると、原告甲は、当初から所得を過少に申告することを意図した上、その意図を外部
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からもうかがい得る特段の行動をしたものといえるから、その意図に基づいて原告甲のした過

少申告行為は、国税通則法６８条１項所定の重加算税の賦課要件を満たすというべきである。 

（３）この点、原告甲は、本件相続に係る相続税の申告はＸ会計士に任せており、原告甲は一切指

示をしていないから、隠ぺい、仮装はないなどと主張する。 

 しかしながら、原告甲は、上記のとおり、上記各財産について、亡Ｂに帰属することが判明

しにくい状態であることを利用し、又は債権放棄や債権譲渡があったかのような外観を作出し

た上、Ｘ会計士に対してその存在を秘匿したのであって、原告甲が指摘しない限り、Ｘ会計士

において、上記各財産が相続財産であることを認識するのは困難であったといえるから、原告

甲の上記行為は隠ぺい、仮装に当たり、原告甲がＸ会計士に過少申告等を積極的に指示してい

ないとしても、上記の結論を左右しないというべきである。 

 よって、原告甲の上記主張は、採用することができない。 

３ 本件各処分の適法性 

 本件係争財産は、前記１のとおり、いずれも本件相続の開始時に亡Ｂに帰属しており、その価

額は、それぞれ別紙３の「被告主張額」欄に記載のとおりであると認められる。また、原告甲は、

前記２のとおり、国税通則法６８条１項所定の重加算税の賦課要件を満たすというべきである。

そして、以上のほか、既に判示したところ及び弁論の全趣旨によれば、本件各処分の根拠及び適

法性については、別紙２に記載のとおりであると認めることができる。 

４ 結論 

 以上のとおりであって、原告らの請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、

主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 西田 隆裕 

   裁判官 山本 拓 

 裁判官佐藤しほりは、差支えのため署名押印することができない。 

裁判長裁判官 西田 隆裕 
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（別紙１） 

 

課税の経緯 

       単位（円） 

区分 

項目 
申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 

裁決(棄却) 

審判所認定額 

年月日 平成19年10月31日 平成21年4月24日 平成21年6月18日 平成21年9月9日 平成21年10月14日 平成22年10月8日 

相
続
税
の
総
額
等 

取得財産の価額 1,462,560,437 8,220,985,686 1,465,385,814 8,218,864,377 1,517,205,634 8,466,016,940 

債務及び葬式費用 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

1,456,584,000 8,215,012,000 1,459,412,000 8,212,889,000 1,511,230,000 8,460,041,000 

法定相続人の数 10人 10人 10人 10人 10人 10人 

遺産に係る基礎控除額 150,000,000 150,000,000 150,000,000 150,000,000 150,000,000 150,000,000 

計算の基となる金額 1,306,584,000 8,065,012,000 1,309,412,000 8,062,889,000 1,361,230,000 8,310,041,000 

相続税の総額 
（100円未満切捨て） 

416,389,000 3,562,503,500 417,570,400 3,561,440,000 439,241,300 3,685,019,500 

原
告
甲 

取得財産の価額 464,965,002 1,370,164,281 464,965,002 1,369,810,728 464,965,002 1,411,002,825 

債務及び葬式費用 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 5,971,530 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

458,993,000 1,364,192,000 458,993,000 1,363,839,000 458,993,000 1,405,031,000 

納付すベき税額 
（100円未満切捨て） 

131,210,800 591,592,400 131,328,100 591,415,600 133,407,000 612,002,500 

過少申告加算税の額   49,260,000 11,000 49,235,000 219,000 51,959,000 

重加算税の額   30,880,500   30,880,500   31,727,500 

原
告
乙 

取得財産の価額 186,671,987 1,370,164,281 187,378,332 1,369,810,730 200,232,898 1,411,002,823 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

186,671,000 1,370,164,000 187,378,000 1,369,810,000 200,232,000 1,411,002,000 

納付すべき税額 
（100円未満切捨て） 

53,363,100 594,182,200 53,613,000 594,004,800 58,197,700 614,603,300 

過少申告加算税の額   78,453,500 24,000 78,427,500 483,000 81,517,500 

原
告
丙 

取得財産の価額 186,671,987 1,370,164,281 187,378,331 1,369,810,730 200,232,898 1,411,002,823 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

186,671,000 1,370,164,000 187,378,000 1,369,810,000 200,232,000 1,411,002,000 

納付すべき税額 
（100円未満切捨て） 

53,363,100 594,182,200 53,613,000 594,004,800 58,197,700 614,603,300 

過少申告加算税の額   78,453,500 24,000 78,427,500 483,000 81,517,500 

原
告
丁 

取得財産の価額 186,671,987 1,370,164,281 187,378,331 1,369,810,730 200,232,898 1,411,002,823 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

186,671,000 1,370,164,000 187,378,000 1,369,810,000 200,232,000 1,411,002,000 

納付すべき税額 
（100円未満切捨て） 

53,363,100 594,182,200 53,613,000 594,004,800 58,197,700 614,603,300 

過少申告加算税の額   78,453,500 24,000 78,427,500 483,000 81,517,500 

原
告
戊 

取得財産の価額 186,671,987 1,370,164,281 187,378,331 1,369,810,730 200,232,898 1,411,002,823 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

186,671,000 1,370,164,000 187,378,000 1,369,810,000 200,232,000 1,411,002,000 

納付すべき税額 
（100円未満切捨て） 

53,363,100 594,182,200 53,613,000 594,004,800 58,197,700 614,603,300 

過少申告加算税の額   78,453,500 25,000 78,427,500 483,000 81,517,500 

原
告
Ａ 

取得財産の価額 250,907,487 1,370,164,281 250,907,487 1,369,810,729 251,309,040 1,411,002,823 

課税価格 
(1,000円未満切捨て) 

250,907,000 1,370,164,000 250,907,000 1,369,810,000 251,309,000 1,411,002,000 

納付すべき税額 
（100円未満切捨て） 

71,725,900 594,182,200 71,790,100 594,004,800 73,043,300 614,603,300 

過少申告加算税の額   74,781,500 6,000 74,754,500 131,000 77,844,500 

  
（注） 原告丙の更正処分等及び異議申立ての年月日はそれぞれ平成21年6月18日及び同年7月9日である。 
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（別紙２） 

課税の根拠及び適法性 

 

第１ 本件各更正処分の根拠 

 原告らの本件相続に係る相続税の課税価格及び納付すべき税額は、別表１のとおりであり、そ

の内容は、次のとおりである。 

１ 取得財産の価額の合計額（別表１順号⑧の「各人の合計額」欄の金額） 

 ８４億６９７９万６９３３円 

 上記金額は、原告らが本件相続により取得した財産の総額であり、その内訳は次のとおりであ

る。 

（１）分割済財産（別表１順号⑥の「各人の合計額」欄の金額） １４億６０９４万０４３７円 

 上記金額は、原告らによって既に分割が行われた財産の総額であり、その内訳は次のとおり

である（下記ウ以外は、本件申告書に記載された金額と同額である。）。 

ア 土地（別表１順号①の「各人の合計額」欄の金額） １８０１万９１７５円 

イ 家屋・構築物（別表１順号②の「各人の合計額」欄の金額） ２７万６４２２円 

ウ 有価証券（別表１順号③の「各人の合計額」欄の金額） ９４３３万００００円 

 上記金額は、本件申告書に記載された株式会社Ⓥの株式５０００株の価額（２６１５万円）

とＶ株式会社の株式２万株（別紙３順号２１のＶ株式とは別のもの）の価額の合計額である。

なお、原告らは、本件申告書において、上記株式の評価額（単価）を３４９０円として計算

しているが、本件相続の開始時における上記株式の評価額（単価）は３４０９円であるから、

当該株式２万株の価額は６８１８万円となる。 

エ 現金・預貯金等（別表１順号④の「各人の合計額」欄の金額） 

 ７億５４２５万４７６５円 

オ その他の財産（別表１順号⑤の「各人の合計額」欄の金額） ５億９４０６万００７５円 

（２）未分割財産（同表順号⑦の「各人の合計額」欄の金額） ７０億０８８５万６４９６円 

 上記金額は、原告らによっていまだ分割されていない財産であり、その内訳は次のとおりで

ある。 

ア 本件係争財産（別紙３順号１～２１、２５～３５の「被告主張額」欄の金額の小計） 

 ６９億９１４４万１２９９円 

イ 争いのない財産（別紙３順号３７～４３、４５～５６の「被告主張額」欄の金額の小計） 

 １７４１万５１９７円 

２ 原告らが取得した相続財産の価額（別表１順号⑧の各人の金額） 

（１）原告甲 １４億１１６３万２８２３円 

（２）原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各１４億１１６３万２８２２円 

 上記各金額は、上記１の相続財産の価額の合計額を、原告ら各共同相続人が民法（平成２５

年法律第９４号による改正前のもの。以下同じ。）所定の法定相続分の割合でそれぞれ取得し

たものとして計算したものである。 

 この点、相続税法５５条は、相続税の課税価格を計算する場合において、遺産の全部又は一

部が未分割であるときには、その未分割財産については、共同相続人又は包括受遺者が民法（９

０４条の２を除く。）の規定による相続分又は包括遺贈の割合に従って取得したものとみなし
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て課税価格を計算することとしている。そして、遺産の一部の分割がされ、残余が未分割であ

る場合には、遺産の一部の分割によって、遺産全体に対する各共同相続人の相続分の割合が変

更されたものと解すべき理由はないから、各共同相続人は、未分割遺産の分割に際しては、他

の相続人に対し、遺産全体に対する自己の相続分に応じた価格相当分から既に分割を受けた遺

産の価格を控除した価格相当分について、その権利を主張することができるものと解される。

そうすると、本件における相続税の計算については、分割済みの財産を特別受益（民法９０３

条）と同じように考慮に入れて、民法の規定による相続分に見合うように分割財産と残余の未

分割財産を合計し、これを相続人間に配分した上で各人の相続税の課税価格を計算する方法

（穴埋方式）が相当である。 

 具体的には、別表１のとおり、分割済財産（上記１（１））及び未分割財産（上記１（２））

の合計額（８４億６９７９万６９３３円）に、原告らの法定相続分（各６分の１。なお、本件

において、韓国相続人らは日本国内にある財産は取得しないこととされ、また、Ｃは相続放棄

しているから、相続財産は原告ら６人で分割することとして計算した。）を乗じた価額から各

人の分割済財産の価額（別表１順号⑥の各人の金額）を控除した金額を各人が取得する未分割

財産の価額（別表１順号⑦の各人の金額）とし、当該価額に各人の分割済財産の価額を加えた

価額をもって、原告らが取得した相続財産の価額としたものである（なお、計算の過程で生ず

る端数は、後の計算で切り捨て処理されることから、便宜上、原告甲に割り付ける。）。 

３ 債務及び葬式費用の価額（別表１順号⑨の各人の金額） 

（１）原告甲 ５９７万１５３０円 

（２）原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各０円 

 上記各金額は、本件相続に係る相続税の計算上、取得財産の価額の合計額から控除される債

務及び葬式費用の金額であり、本件申告書に記載された金額と同額である。 

４ 原告ら各人の課税価格（別表１順号⑩の各人の金額） 

（１）原告甲 １４億０５６６万１０００円 

（２）原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各１４億１１６３万２０００円 

 上記各金額は、上記２の原告らが取得した相続財産の価額から上記３の債務及び葬式費用の

金額を控除した金額（国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨て

た後のもの）である。 

５ 納付すべき相続税額 

 原告らの本件相続に係る納付すべき相続税額は、相続税法１５条～１７条の各規定に基づき、

次のとおり算定したものである。 

（１）課税される総遺産総額（別表１順号⑱の金額） ８３億１３８２万１０００円 

 上記金額は、上記４の原告ら各人の課税価格の合計額（同表順号⑩の「各人の合計額」欄の

金額）である８４億６３８２万１０００円から、遺産に係る基礎控除額を控除した金額（国税

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

 なお、遺産に係る基礎控除額は、５０００万円と１０００万円に法定相続人の数を乗じて得

た金額との合計額である（相続税法１５条）ところ、本件においては、亡Ｂの法定相続人は１

０人であるから、遺産に係る基礎控除額は１億５０００万円である（同表順号⑰の金額）。 

（２）法定相続分に応ずる取得金額（別表１順号⑳の各人の金額） 

ア Ｅ（法定相続分２分の１） ４１億５６９１万００００円 
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イ Ｆ及びＧ（法定相続分各１１分の１） 各７億５５８０万１０００円 

ウ 原告ら及びＣ（法定相続分各２２分の１） 各３億７７９０万００００円 

 上記各金額は、相続税法１６条の規定により、上記（１）の課税される総遺産総額を、亡

Ｂの相続人が法定相続分に応じて取得したものとした場合の各人の取得金額（国税通則法１

１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。なお、亡Ｂ

の法定相続人は１０人であるところ、原告ら及びＣは亡Ｂの非嫡出子であるから、その法定

相続分は嫡出子であるＦ及びＧの２分の１となる（民法９００条）。 

（３）相続税の総額（別表１順号㉑「相続税の総額（合計）」欄の金額） 

 ３６億８６９０万６０００円 

 上記金額は、上記（２）の原告らの各取得金額に、相続税法１６条に定める税率をそれぞれ

乗じて算出した金額の合計額（国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切

り捨てた後のもの）である。 

（４）原告ら各人の相続税額（別表１順号⑬の各人の金額） 

ア 原告甲 ６億１２３１万６８２１円 

イ 原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各６億１４９１万７８３５円 

 上記各金額は、相続税法１７条の規定により、本件における原告ら各人の課税価格（同順

号⑩の各人の金額）が原告らの課税価格の合計額（同順号⑩の「各人の合計額」欄の金額）

のうちに占める割合を、上記（３）の相続税の総額に乗じて算定した金額である。 

（５）原告らの納付すべき相続税額（別表１順号⑮の各人の金額） 

ア 原告甲 ６億１２３１万６８００円 

イ 原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各６億１４９１万７８００円 

 上記各金額は、上記（４）のア及びイの各人の相続税額について、国税通則法１１９条１

項の規定により、１００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

第２ 本件各更正処分の適法性 

 本件各更正処分（ただし、異議決定により一部取り消された後のもの）は、原告らの納付すべ

き税額を次のとおりとしたものである（別紙１の「異議決定」欄の各人の「納付すべき金額」欄

参照）。 

１ 原告甲 ５億９１４１万５６００円 

２ 原告乙、原告丙、原告丁、原告戊及び原告Ａ 各５億９４００万４８００円 

 これらの金額は、いずれも、前記第１の５（５）で算出した「原告らの納付すべき相続税額」

（別表１順号⑮の各人の金額）を下回っているから、本件各更正処分は適法である。 

第３ 本件各賦課決定処分の根拠 

１ 過少申告加算税 

 前記第１の５（５）で算出した「原告らの納付すべき相続税額」を基に、国税通則法６５条１

項及び２項の規定により算出される過少申告加算税の額（別表２順号⑩の各人の金額）は次のと

おりである（計算過程については別表２参照）。 

（１）原告甲 ５２００万４０００円 

（２）原告乙、原告丙、原告丁及び原告戊 各８１５６万４５００円 

（３）原告Ａ ７７８９万２０００円 

２ 重加算税 
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 原告甲のした過少申告行為（別紙３順号１９～２１、２９、３０及び３２の各財産を亡Ｂの相

続財産として申告しなかった行為）は重加算税の賦課要件を満たすものであり、前記第１の５

（５）で算出した「原告らの納付すべき相続税額」のうち原告甲の納付すべき相続税額を基に、

国税通則法６８条１項の規定により算出される重加算税の額（別表２順号⑬の金額）は次のとお

りである（計算過程については別表２、３参照）。 ３１７３万１０００円 

第４ 本件各賦課決定処分の適法性 

１ 過少申告加算税 

 本件各賦課決定処分のうち過少申告加算税賦課決定処分（ただし、異議決定により一部取り消

された後のもの）は、原告らに賦課する過少申告加算税を次のとおりとしたものである（別紙１

の「異議決定」欄の各人の「過少申告加算税」欄参照）。 

（１）原告甲 ４９２３万５０００円 

（２）原告乙、原告丙、原告丁及び原告戊 各７８４２万７５００円 

（３）原告Ａ ７４７５万４５００円 

 これらの金額は、いずれも、前記第３の１で算出した過少申告加算税の額（別表２順号⑩の

各人の金額）を下回っているから、上記各処分は適法である。 

２ 重加算税 

 本件各賦課決定処分のうち原告甲に対する重加算税賦課決定処分は、原告甲に賦課する重加算

税を３０８８万０５００円としたものである（別紙１の「更正処分等」欄の原告甲の「重加算税

の額」欄参照）。 

 この金額は、前記第３の２で算出した重加算税の額（別表２順号⑬の金額）を下回っているか

ら、上記処分は適法である。 

以上
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（別表１） 

課税価格及び相続税額等の計算明細表 
  （単位：円） 

  
順
号 

原告甲 原告乙 原告丙 原告丁 原告戊 原告Ａ 各人の合計額 

申
告
財
産
（
分
割
済
財
産
） 

土地 ① 18,019,175 － － － － － 18,019,175 

家屋・構築物 ② 276,422 － － － － － 276,422 

有価証券 ③ 15,721,670 15,721,666 15,721,666 15,721,666 15,721,666 15,721,666 94,330,000 

現金預貯金等 ④ 125,709,125 125,709,128 125,709,128 125,709,128 125,709,128 125,709,128 754,254,765 

その他の財産 ⑤ 304,968,610 44,971,193 44,971,193 44,971,193 44,971,193 109,206,693 594,060,075 

小計 ⑥ 464,695,002 186,401,987 186,401,987 186,401,987 186,401,987 250,637,487 1,460,940,437 

≪未分割財産≫ ⑦ 946,937,821 1,225,230,835 1,225,230,835 1,225,230,835 1,225,230,835 1,160,995,335 7,008,856,496 

取得財産の価額 

（⑥＋⑦） 
⑧ 1,411,632,823 1,411,632,822 1,411,632,822 1,411,632,822 1,411,632,822 1,411,632,822 8,469,796,933 

債務・葬式費用 ⑨ 5,971,530 － － － － － 5,971,530 

課税価格（⑧－⑨） ⑩ 1,405,661,000 1,411,632,000 1,411,632,000 1,411,632,000 1,411,632,000 1,411,632,000 8,463,821,000 

相続税の総額 

㉑ 
⑪ 3,686,906,000 

あん分割合 

（各人の⑩÷⑩の合計） 
⑫ 0.1660787722 0.1667842456 0.1667842456 0.1667842456 0.1667842456 0.1667842456 １ 

各人の相続税額 

（⑪×⑫） 
⑬ 612,316,821 614,917,835 614,917,835 614,917,835 614,917,835 614,917,835 3,686,905,996 

税額控除額 ⑭ － － － － － － － 

納付すべき税額 ⑮ 612,316,800 614,917,800 614,917,800 614,917,800 614,917,800 614,917,800 3,686,905,800 

過少申告加算税の額 ㉑ 52,004,000 81,564,500 81,564,500 81,564,500 81,564,500 77,892,000 456,154,000 

重加算税の額 ㉒ 31,731,000 － － － － － 31,731,000 

 （注）１ 各人の⑩欄は、1,000円未満の端数を切り捨てた金額である。 

    ２ 各人の⑮欄は、100円未満の端数を切り捨てた金額である。 

 
 

 

相続税の総額の計算明細表  

                  （単位：円）  

⑯ 課税価格の合計額 

（⑩の合計額） 

⑰ 遺産に係る基礎控除額 

（5,000万円＋1,000万円×法定相続人数） 

⑱ 課税される総遺産総額 

（⑯－⑰）   

8,463,821,000 150,000,000 8,313,821,000   

法定相続人の氏名 被相続人との続柄 
⑲ 

法定相続分 

⑳ 法定相続分に応ずる 

  取得金額（⑱×⑲） 

㉑ 相続税の総額の 

  基礎となる税額 

  

Ｅ 妻 1/2 4,156,910,000 2,031,455,000   

Ｆ 子（嫡出子） 1/11 755,801,000 330,900,500   

Ｇ 子（嫡出子） 1/11 755,801,000 330,900,500   

原告甲 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

原告乙 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

原告丙 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

原告丁 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

Ｃ 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

原告戊 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

原告Ａ 子（非嫡出子） 1/22 377,900,000 141,950,000   

  ㉑相続税の総額（合計） 3,686,906,000   

  （注） 各人の⑳欄は、1,000円未満の端数を切り捨てた金額である。         
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別紙２の別表２及び別表３、別紙３から別紙６まで 省略 


